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公布された条例のあらまし 
 

◇ 和歌山県個人情報の保護に関する法律施行条例 

  １ 条例概要 

個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴い、同法の施行に関し必要な事項を定めることとし

ました。 

  ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 職員の分限に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。（第２条、第３条及び附則

関係） 
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 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例 

 １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。（第３条関係） 

 ２ 施行期日 

令和５年４月１日から施行します。 

◇ 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、定年前再任用短時間勤務職員に係る基準給料月額を定めるとと

もに、所要の改正を行うこととしました。（第９条～第１１条、第１５条、第１７条、第１９条の

３、第２０条、第２３条、第２４条、第２５条の２、附則第３項、第１７項～第２４項及び別表第

１～別表第３関係） 

  ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、職員の定年を段階的に引き上げるとともに、管理監督職勤務上

限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制を導入するために必要な事項を定めるほか、所要の改正を

行うこととしました。（目次、第１条、第３条～第１３条及び附則第３項～第７項関係） 

 ２ 施行期日 

令和５年４月１日から施行します。ただし、附則第２２項の規定は、公布の日から施行します。 

◇ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、異動期間を延長された管理監督職を占める職員について、外国

の地方公共団体の機関等に派遣することができる職員から除くとともに、所要の改正を行うことと

しました。（第２条関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。（第２条～第４条、第１２

条及び第２０条関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、異動期間を延長された管理監督職を占める職員について、公益

的法人等に派遣することができる職員から除くとともに、所要の改正を行うこととしました。（第

２条関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例 
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  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。（第１０条関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 職員の高齢者部分休業に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

高齢者部分休業の承認の申請に係る条例に定める年齢を改めることとしました。（第２条関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 和歌山県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。（第３条関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 職員の給料等の臨時特例に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、規定の整備を行うこととしました。（第１条～第４条関係） 

 ２ 施行期日 

令和５年４月１日から施行します。 

◇ 和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

建築基準法等の一部改正に伴い、規定の整備を行うとともに、児童福祉法の一部改正に伴い、知

事の権限に属する事務の一部を関係市町村が処理することとしました。（第２条関係） 

 ２ 施行期日 

      公布の日から施行します。 

◇ 和歌山県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

特定非営利活動促進法第７４条の規定に基づき、同条に規定する提出その他の手続等を情報通信

技術を利用する方法により行う場合における当該手続等について定めるとともに、所要の改正を行

うこととしました。（第２条の３、第２条の４及び第２２条～第２４条関係） 

 ２ 施行期日 

令和４年１２月１日から施行します。ただし、第２条の３を削り、第２条の４を第２条の３とす

る改正規定は、公布の日から施行します。 

◇ 修学資金等の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

和歌山県立医科大学の学生で、県内の公的医療機関等に勤務し、産科、精神科又は小児科の診療

に従事しようとする者に対して貸与した修学資金について、その返還に係る債務を免除することと

しました。（本則関係） 

 ２ 施行期日 

   公布の日から施行します。 

◇ 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。（第２条及び第２２条関係） 
 



    和歌山県報  号外 令和 4年 10 月 5 日（水曜日） 

－ 4 － 

 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 和歌山県建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

建築基準法の一部改正に伴い、規定の整備を行いました。（第１６条関係） 

 ２ 施行期日 

   公布の日から施行します。 

◇ 教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、定年前再任用短時間勤務職員に係る基準給料月額を定めるとと

もに、所要の改正を行うこととしました。（第９条～第１０条の２、第１５条～第１５条の４、第

１６条の２、第１７条、第１９条、第２０条、第２０条の２、第２１条の２、附則第３項、第１２

項～第１９項並びに別表第２及び別表第３関係） 

 ２ 施行期日 

   令和５年４月１日から施行します。 

◇ 市町村立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、定年前再任用短時間勤務職員に係る基準給料月額を定めるとと

もに、所要の改正を行うこととしました。（第１１条～第１２条の２、第１７条～第１７条の４、

第１８条の２、第２１条の２、第２２条の２、附則第２項、第１１項～第１７項及び別表第１～別

表第３関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条例 

 １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正を行うとともに、教職調整額の支給額の特例措置を

講ずることとしました。（第２条及び付則関係） 

 ２ 施行期日 

      令和５年４月１日から施行します。 

◇ 警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

地方公務員法の一部改正に伴い、定年前再任用短時間勤務警察官に係る基準給料月額を定めると

ともに、所要の改正を行うこととしました。（第８条～第９条の２、第１３条、第１５条、第１８

条、第２１条、第２２条、第２３条の２、附則第２項、第１０項～第１９項及び別表第２関係） 

 ２ 施行期日 

令和５年４月１日から施行します。 

◇ 和歌山県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

  １ 条例概要 

   建築基準法の一部改正に伴い、規定の整備を行いました。（別表第３第１３項関係） 

 ２ 施行期日 

   公布の日から施行します。 
 

    条     例 
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をここに公布する。和歌山県個人情報の保護に関する法律施行条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第38号

和歌山県個人情報の保護に関する法律施行条例

（趣旨）

第 1 条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）の施行

に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第 2 条 この条例で使用する用語は、法で使用する用語の例による。

（開示請求に係る手数料等）

第 3 条 法第89条第 2 項の手数料は、徴収しない。

2 法第87条第 1 項の規定により開示請求に係る保有個人情報が記録されている公文書（和歌山県情報公

開条例（平成13年和歌山県条例第 2 号）第 2 条第 2 項に規定する公文書をいう。）の写しの交付を受け

ようとする者は、規則で定めるところにより、当該写しの交付に要する費用を負担しなければならない。

（行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料）

第 4 条 法第1 1 9条第 3 項の規定により納付しなければならない手数料の額は、21,000円に次に掲げる額

の合計額を加算した額とする。

行政機関等匿名加工情報の作成に要する時間 1 時間までごとに3,950円(１)

行政機関等匿名加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払う額（当該委託をする場合に限る。）(２)

2 法第1 1 9条第 4 項の規定により納付しなければならない手数料の額は、次の各号に掲げる行政機関等

匿名加工情報の利用に関する契約を締結する者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

次号に掲げる者以外の者 法第1 1 5条の規定により当該行政機関等匿名加工情報の利用に関する契(１)

約を締結する者が法第1 1 9条第 3 項の規定により納付しなければならない手数料の額と同一の額

法第1 1 5条（法第1 1 8条第 2 項において準用する場合を含む。）の規定により当該行政機関等匿名(２)

加工情報の利用に関する契約を締結した者 12,600円

（個人情報の取扱いに係る審議会への諮問）

第 5 条 県の機関（知事、教育委員会、公安委員会、警察本部長、選挙管理委員会、監査委員、人事委員

会、労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会をいう。次条において同

じ。）は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知

見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、和歌山県情報公開・個人情報保護審議会

設置条例（令和 2年和歌山県条例第60号）第 2 条に規定する和歌山県情報公開・個人情報保護審議会に

諮問するものとする。

この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合(１)

法第66条第 1 項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合(２)
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前 2 号の場合のほか、県の機関における個人情報の取扱いに関する運用上の細則を定めようとする(３)

場合

（施行の状況の公表）

第 6 条 知事は、県の機関及び県が設立した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第11

8 号）第 2 条第 1 項に規定する地方独立行政法人をいう。）に対し、法の施行の状況について報告を求

めることができる。

2 知事は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（和歌山県個人情報保護条例の廃止）

は、廃止する。2 和歌山県個人情報保護条例（平成14年和歌山県条例第66号）

（経過措置）

3 次に掲げる者に係る前項の規定による廃止前の和歌山県個人情報保護条例（以下「旧条例」という。）

第10条の規定によるその職務に関して知り得た旧条例第 2 条第 1 号に規定する個人情報（旧条例第 2 条

第13号に規定する実施機関非識別加工情報（附則第 5 項において「旧実施機関非識別加工情報」とい

う。）及び旧条例第45条の 2 第 3 項に規定する削除情報に該当するものを除く。以下この項において「

旧個人情報」という。）、第11条第 3 項の規定によるその事務に関して知り得た旧個人情報又は第45条

の16の規定によるその業務に関して知り得た旧条例第45条の15第 1 項に規定する実施機関非識別加工情

報等（以下この項において「旧実施機関非識別加工情報等」という。）の内容をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に利用してはならない義務については、なお従前の例による。

次に掲げる者のいずれかに該当する者(１)

ア この条例の施行の際現に旧条例第 2 条第 3 号に規定する実施機関（以下この項、附則第 6 項及び

第 7 項において「旧実施機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機

関の職員であった者（イに掲げる者を除く。）

イ この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機関の

職員であった者のうち、この条例の施行前において旧実施機関非識別加工情報等の取扱いに従事し

ていた者

この条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委託を受けた、若しくは指定管理(２)

者が行うこととされた事務に従事していた者又は旧実施機関非識別加工情報等の取扱いの委託を受け

た業務に従事していた者

4 この条例の施行の日（次項及び附則第 8 項において「施行日」という。）前に旧条例第16条第 1 項若

しくは第 2 項、第28条第 1 項若しくは第 2 項又は第34条第 1 項若しくは第 2 項の規定による請求がされ

た場合における旧条例に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止については、なお従前の例に

よる。

5 施行日前に旧条例第45条の 5 第 1 項又は第45条の12第 1 項の提案がされた場合における旧実施機関非
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識別加工情報の作成及び提供、提案の審査、第三者に対する意見書提出の機会の付与、利用に関する契

約の締結及び解除、手数料の納付その他の手続については、なお従前の例による。

6 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において旧実施機関が保有していた個人

の秘密に属する事項が記録された旧条例第 2 条第 6 号に規定する個人情報ファイルであって同号アに係

るもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）をこの条例の施行後に提供したとき

は、 2 年以下の懲役又は1 0 0万円以下の罰金に処する。

この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機関の職(１)

員であった者

附則第 3 項第 2 号に掲げる者(２)

7 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前において旧実施機関が保有して

いた旧条例第 2 条第 5 号に規定する保有個人情報をこの条例の施行後に自己若しくは第三者の不正な利

益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、 1 年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

8 施行日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（和歌山県情報公開条例の一部改正）

の一部を次のように改正する。9 和歌山県情報公開条例（平成13年和歌山県条例第 2 号）

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公文書の開示義務） （公文書の開示義務）
第 7 条 実施機関は、開示請求があったときは、 第 7条 実施機関は、開示請求があったときは、

開示請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報 開示請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報
（以下「非開示情報」という。）のいずれかが （以下「非開示情報」という。）のいずれかが
記録されている場合を除き、開示請求者に対し 記録されている場合を除き、開示請求者に対し
、当該公文書を開示しなければならない。 、当該公文書を開示しなければならない。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
個人情報の保護に関する法律（平成15年法 和歌山県個人情報保護条例（平成14年和歌(３) (３)

律第57号）第60条第 3 項に規定する行政機関 山県条例第66号）第 2条第13号に規定する実
等匿名加工情報（同条第 4 項に規定する行政 施機関非識別加工情報（同条第14号に規定す
機関等匿名加工情報ファイルを構成するもの る実施機関非識別加工情報ファイルを構成す
に限る。以下この号において「行政機関等匿 るものに限る。以下この号において「実施機
名加工情報」という。）又は行政機関等匿名 関非識別加工情報」という。）又は実施機関
加工情報の作成に用いた同条第 1 項に規定す 非識別加工情報の作成に用いた同条第 5号に
る保有個人情報から削除した同法第 2 条第 1 規定する保有個人情報（他の情報と照合する
項第 1 号に規定する記述等若しくは同条第 2 ことができ、それにより特定の個人を識別す
項に規定する個人識別符号 ることができることとなるもの（他の情報と

容易に照合することができ、それにより特定
の個人を識別することができることとなるも
のを除く。）を除く。）から削除した同条第
1号アに規定する記述等若しくは同条第 2号
に規定する個人識別符号

～ 略 ～ 略(４) (７) (４) (７)

職員の分限に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第39号

職員の分限に関する条例の一部を改正する条例
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職員の分限に関する条例（昭和27年和歌山県条例第 1 号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第 2 条 降給の種類は、降格（職員の意に反して 第 2 条 降給の種類は、降格（職員の意に反して
、当該職員の職務の級を同一の給料表の下位の 、当該職員の職務の級を同一の給料表の下位の
職務の級に変更することをいう。以下同じ。） 職務の級に変更することをいう。以下同じ。）
及び降号（職員の意に反して、当該職員の号給 及び降号（職員の意に反して、当該職員の号給
を同一の職務の級の下位の号給に変更すること を同一の職務の級の下位の号給に変更すること
をいう。以下同じ。）並びに地方公務員法第28 をいう。以下同じ。）とする。
条の 2 第 1 項に規定する降給（同項本文の規定
による他の職への転任により現に属する職務の
級より同一の給料表の下位の職務の級に分類さ
れている職務を遂行することとなった場合にお
いて、降格することをいう。）とする。

第 3 条 任命権者は、職員が降任により現に属す 第 3 条 任命権者は、職員が降任された場合のほ
る職務の級より同一の給料表の下位の職務の級 か、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当す
に分類されている職務を遂行することとなった る場合において、必要があると認めるときは、
場合のほか、次の各号のいずれかに掲げる事由 当該職員を降格するものとする。この場合にお
に該当し、必要があると認める場合は、当該職 いて、第 2 号の規定により職員のうちいずれを
員を降格するものとする。この場合において、 降格させるかは、任命権者が、勤務成績、勤務
第 2 号の規定により職員のうちいずれを降格さ 年数その他の事実に基づき、公正に判断して定
せるかは、任命権者が、勤務成績、勤務年数そ めるものとする。
の他の事実に基づき、公正に判断して定めるも
のとする。
・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

附 則 附 則
1 この条例は、公布の日から施行する。 この条例は、公布の日から施行する。

2 次の表の左欄に掲げる者に対する第 2 条の規
定の適用については、当分の間、同表の左欄に
掲げる者の区分に応じ、同条中「とする」とあ
るのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす
る。

職員の給与に関する条 並びに職員の給与に
例（昭和28年和歌山県 関する条例（昭和28
条例第51号）附則第17 年和歌山県条例第51
項の規定の適用を受け 号）附則第17項の規
る職員である者 定による降給とする

教育職員の給与に関す 並びに教育職員の給
る条例（昭和28年和歌 与に関する条例（昭
山県条例第52号）附則 和28年和歌山県条例
第12項の規定の適用を 第52号）附則第12項
受ける職員である者 の規定による降給と

する

市町村立学校職員の給 並びに市町村立学校
与に関する条例（昭和 職員の給与に関する
28年和歌山県条例第53 条例（昭和28年和歌
号）附則第11項の規定 山県条例第53号）附
の適用を受ける職員で 則第11項の規定によ
ある者 る降給とする

警察職員の給与に関す 並びに警察職員の給
る条例（昭和29年和歌 与に関する条例（昭
山県条例第21号）附則 和29年和歌山県条例
第10項の規定の適用を 第21号）附則第10項
受ける警察官である者 の規定による降給と

する

3 第 6 条の規定は、次の各号に掲げる規定によ
る降給の場合には、適用しない。この場合にお
いて、当該各号に掲げる規定の適用を受ける者
には、それぞれ当該各号に掲げる規定により給
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料月額が異動することとなった旨の通知を行う
ものとする。

職員の給与に関する条例附則第17項(１)
教育職員の給与に関する条例附則第12項(２)
市町村立学校職員の給与に関する条例附則(３)

第11項
警察職員の給与に関する条例附則第10項(４)

附 則

この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第40号

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和27年和歌山県条例第 2 号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第 3 条 減給は、 1 日以上 6 月以下の期間、その 第 3 条 減給は、 1 日以上 6 月以下の期間、給料
発令の日に受ける給料（地方公務員法第22条の （地方公務員法第22条の 2 第 1 項第 1 号に掲げ
2 第 1 項第 1 号に掲げる職員については、会計 る職員については、会計年度任用職員の給与及
年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 び費用弁償に関する条例（令和元年和歌山県条
（令和元年和歌山県条例第25号）第 3 条第 2 項 例第25号）第 3 条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規
第 1 号及び第 2 号に規定する報酬）の10分の 1 定する報酬）の10分の 1 以下の額を減じて行う
以下の額を減じて行うものとする。この場合に ものとする。
おいて、その減ずる額が現に受ける給料の10分
の 1 に相当する額を超えるときは、当該額を減
ずるものとする。

附 則

この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第41号

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（初任給、昇格、降格等の基準） （初任給、昇格、降格等の基準）
第 9 条 略 第 9 条 略
2 職員が一の職務の級から他の職務の級に移っ 2 職員が一の職務の級から他の職務の級に移っ
た場合又は一の職から同じ職務の級の初任給の た場合又は一の職から同じ職務の級の初任給の
基準を異にする他の職に移った場合における号 基準を異にする他の職に移った場合における号
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給は、人事委員会規則で定めるところにより決 給は、人事委員会規則の定めるところにより決
定する。 定する。

3 地方公務員法第22条の 4 第 3 項に規定する定 3 地方公務員法第28条の 4 第 1 項又は第28条の
年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任 5 第 1 項の規定により採用された職員（以下「
用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、 再任用職員」という。）の給料月額は、その者
当該定年前再任用短時間勤務職員に適用される に適用される給料表の再任用職員の欄に掲げる
給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲 給料月額のうち、その者の属する職務の級に応
げる基準給料月額のうち、前条第 2 項の規定に じた額とする。
より当該定年前再任用短時間勤務職員の属する
職務の級に応じた額に、勤務時間条例第 2 条第
3 項の規定により定められた当該定年前再任用
短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定
する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と
する。

第 9 条の 2 地方公務員法第28条の 5 第 1 項に規
定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再
任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は
、前条第 3 項の規定にかかわらず、この規定に
よる給料月額に、勤務時間条例第 2 条第 3 項の
規定により定められたその者の勤務時間を同条
第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗
じて得た額とする。

（昇給の基準） （昇給の基準）
第10条 職員の昇給は、人事委員会規則で定める 第10条 職員の昇給は、人事委員会規則で定める

日に、同日前 1 年間における当該職員の勤務成 日に、同日前 1 年間におけるその者の勤務成績
績に応じて、行うものとする。 に応じて、行うものとする。

2 略 2 略
3 前項の規定にかかわらず、55歳（人事委員会 3 前項の規定にかかわらず、55歳（人事委員会
規則で定める職員にあっては、56歳以上の年齢 規則で定める職員にあっては、56歳以上の年齢
で人事委員会規則で定めるもの）を超える職員 で人事委員会規則で定めるもの）を超える職員
の昇給は、第 1 項に規定する期間における当該 の昇給は、第 1 項に規定する期間におけるその
職員の勤務成績が極めて良好である場合又は特 者の勤務成績が極めて良好である場合又は特に
に良好である場合に限り行うものとし、昇給さ 良好である場合に限り行うものとし、昇給させ
せる場合の昇給の号給数は、人事委員会規則で る場合の昇給の号給数は、人事委員会規則で定
定める基準に従い決定するものとする。 める基準に従い決定するものとする。

4 略 4 略
5 職員が生命の危険をおかして職務を遂行し、 5 職員が生命の危険をおかして職務を遂行し、
そのために危篤となり、若しくは心身に著しい そのために危篤となり、若しくは心身に著しい
障害を有することとなったとき又は任命権者が 障害を有することとなったとき又は任命権者が
別に定める事由に該当するときは、第 1 項から 別に定める事由に該当するときは、第 1 項から
第 3 項までの規定にかかわらず、人事委員会規 第 3 項までの規定にかかわらず、人事委員会規
則で定めるところにより、昇給させることがで 則の定めるところにより、昇給させることがで
きる。 きる。

6 ・ 7 略 6 ・ 7 略

（給料の調整額） （給料の調整額）
第11条 職員の平常の勤務が、当該職員の属する 第11条 職員の平常の勤務が、その者の属する職

職務の級と同じ職務の級に属する同種の職務を 務の級と同じ職務の級に属する同種の職務を行
行う職員の平常の勤務に比して著しく危険、困 う職員の平常の勤務に比して著しく危険、困難
難又は不健康な勤務その他これらに準ずる特殊 又は不健康な勤務その他これらに準ずる特殊な
な勤務であって、かつ、その特殊性がその職を 勤務であって、かつ、その特殊性がその職を職
職務の級にあてはめるに際して考慮されていな 務の級にあてはめるに際して考慮されていない
いために、当該職員について定められる号給又 ために、その者について定められる号給又は給
は給料月額が適当でないと認められるときは、 料月額が適当でないと認められるときは、その
その特殊性に応じ、その号給の額又はその給料 特殊性に応じ、その号給の額又はその給料月額
月額の1 0 0分の25を超えない範囲内において、 の1 0 0分の25を超えない範囲内において、人事
人事委員会規則で定めるところに従い、給料月 委員会規則で定めるところに従い、給料月額に
額につき適正な調整額を定めることができる。 つき適正な調整額を定めることができる。

（通勤手当） （通勤手当）
第15条 次に掲げる職員には、通勤手当を支給す 第15条 次に掲げる職員には、通勤手当を支給す

る。 る。
通勤のため交通機関又は有料の道路（以下 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下(１) (１)

この項、次項及び第 4 項において「交通機関 「交通機関等」という。）を利用してその運
等」という。）を利用してその運賃又は料金 賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負
（以下この項、次項及び第 4 項において「運 担することを常例とする職員（交通機関等を
賃等」という。）を負担することを常例とす 利用しなければ通勤することが著しく困難で
る職員（交通機関等を利用しなければ通勤す ある職員以外の職員であって交通機関等を利
ることが著しく困難である職員以外の職員で 用しないで徒歩により通勤するものとした場
あって交通機関等を利用しないで徒歩により 合の通勤距離が片道 2 キロメートル未満であ
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通勤するものとした場合の通勤距離が片道 2 るもの及び第 3 号に掲げる職員を除く。）
キロメートル未満であるもの及び第 3 号に掲
げる職員を除く。）

通勤のため自転車その他の交通の用具で人 通勤のため自転車その他の交通の用具で人(２) (２)
事委員会規則で定めるもの（以下この項、次 事委員会規則で定めるもの（以下「自転車等
項及び第 7 項において「自転車等」という。 」という。）を使用することを常例とする職
）を使用することを常例とする職員（自転車 員（自転車等を使用しなければ通勤すること
等を使用しなければ通勤することが著しく困 が著しく困難である職員以外の職員であって
難である職員以外の職員であって自転車等を 自転車等を使用しないで徒歩により通勤する
使用しないで徒歩により通勤するものとした ものとした場合の通勤距離が片道 2 キロメー
場合の通勤距離が片道 2 キロメートル未満で トル未満であるもの及び次号に掲げる職員を
あるもの及び次号に掲げる職員を除く。） 除く。）

略 略(３) (３)
2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区 2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区
分に応じ、当該各号に定める額（定年前再任用 分に応じ、当該各号に定める額（再任用短時間
短時間勤務職員、修学部分休業職員（地方公務 勤務職員、修学部分休業職員（地方公務員法第
員法第26条の 2 第 1 項の規定による承認を受け 26条の 2 第 1 項の規定による承認を受けた職員
た職員をいう。）及び高齢者部分休業職員（地 をいう。）及び高齢者部分休業職員（地方公務
方公務員法第26条の 3 第 1 項の規定による承認 員法第26条の 3 第 1 項の規定による承認を受け
を受けた職員をいう。）のうち、支給単位期間 た職員をいう。）のうち、支給単位期間当たり
当たりの通勤回数を考慮して人事委員会規則で の通勤回数を考慮して人事委員会規則で定める
定める職員に係る第 2 号に定める額にあっては 職員に係る第 2 号に定める額にあっては、その
、その額から、その額に人事委員会規則で定め 額から、その額に人事委員会規則で定める割合
る割合を乗じて得た額を減じた額）とする。 を乗じて得た額を減じた額）とする。

前項第 1 号に掲げる職員 支給単位期間に 前項第 1 号に掲げる職員 支給単位期間に(１) (１)
つき、人事委員会規則で定めるところにより つき、人事委員会規則で定めるところにより
算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要 算出したその者の支給単位期間の通勤に要す
する運賃等の額に相当する額（以下この号及 る運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相
び第 4 項において「運賃等相当額」という。 当額」という。）。ただし、運賃等相当額を
）。ただし、運賃等相当額を支給単位期間の 支給単位期間の月数で除して得た額（以下「
月数で除して得た額（以下この号において「 1 箇月当たりの運賃等相当額」という。）が
1 箇月当たりの運賃等相当額」という。）が 5 万5,000円を超えるときは、支給単位期間
5 万5,000円を超えるときは、支給単位期間 につき、 5 万5,000円に支給単位期間の月数
につき、 5 万5,000円に支給単位期間の月数 を乗じて得た額（その者が 2 以上の交通機関
を乗じて得た額（当該職員が 2 以上の交通機 等を利用するものとして当該運賃等の額を算
関等を利用するものとして当該運賃等の額を 出する場合において、 1 箇月当たりの運賃等
算出する場合において、 1 箇月当たりの運賃 相当額の合計額が 5 万5,000円を超えるとき
等相当額の合計額が 5 万5,000円を超えると は、その者の通勤手当に係る支給単位期間の
きは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期 うち最も長い支給単位期間につき、 5 万5,00
間のうち最も長い支給単位期間につき、 5 万 0 円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た
5,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて 額）
得た額）

前項第 2 号に掲げる職員 次に掲げる職員 前項第 2 号に掲げる職員 次に掲げる職員(２) (２)
の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞ の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞ
れ次に定める額 れ次に定める額
ア 略 ア 略
イ 自動車（人事委員会規則で定めるものに イ 自動車（人事委員会規則で定めるものに

限る。イにおいて同じ。）を使用する職員 限る。以下同じ。）を使用する職員（自動
（自動車を使用し、かつ、自動車以外のも 車を使用し、かつ、自動車以外のものを使
のを使用する職員を含む。） 用する職員を含む。）

～ 略 ～ 略(ア) (オ) (ア) (オ)
略 略(３) (３)

3 略 3 略
4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる職員のうち 4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる職員のうち
、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国 、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国
道その他の交通機関等（以下この項において「 道その他の交通機関等（以下「新幹線鉄道等」
新幹線鉄道等」という。）でその利用が人事委 という。）でその利用が人事委員会規則で定め
員会規則で定める基準に照らして通勤事情の改 る基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資
善に相当程度資するものであると認められるも するものであると認められるものを利用し、そ
のを利用し、その利用に係る特別料金等（その の利用に係る特別料金等（その利用に係る運賃
利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出 等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運
の基礎となる運賃等に相当する額を減じた額を 賃等に相当する額を減じた額をいう。以下同じ
いう。以下この項において同じ。）を負担する 。）を負担することを常例とするものの通勤手
ことを常例とするものの通勤手当の額は、前 2 当の額は、前 2 項の規定にかかわらず、次の各
項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤 号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に
手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする 定める額とする。
。

新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期 新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期(１) (１)
間につき、人事委員会規則で定めるところに 間につき、人事委員会規則で定めるところに
より算出した当該職員の支給単位期間の通勤 より算出したその者の支給単位期間の通勤に
に要する特別料金等の額の 2 分の 1 に相当す 要する特別料金等の額の 2 分の 1 に相当する
る額。ただし、当該額を支給単位期間の月数 額。ただし、当該額を支給単位期間の月数で
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で除して得た額（以下この号において「 1 箇 除して得た額（以下「 1 箇月当たりの特別料
月当たりの特別料金等 2 分の 1 相当額」とい 金等 2 分の 1 相当額」という。）が 4 万5,00
う。）が 4 万5,000円を超えるときは、支給 0 円を超えるときは、支給単位期間につき、
単位期間につき、 4 万5,000円に支給単位期 4 万5,000円に支給単位期間の月数を乗じて
間の月数を乗じて得た額（当該職員が 2 以上 得た額（その者が 2 以上の新幹線鉄道等を利
の新幹線鉄道等を利用するものとして当該特 用するものとして当該特別料金等の額を算出
別料金等の額を算出する場合において、 1 箇 する場合において、 1 箇月当たりの特別料金
月当たりの特別料金等 2 分の 1 相当額の合計 等 2 分の 1 相当額の合計額が 4 万5,000円を
額が 4 万5,000円を超えるときは、当該職員 超えるときは、その者の新幹線鉄道等に係る
の新幹線鉄道等に係る通勤手当に係る支給単 通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い
位期間のうち最も長い支給単位期間につき、 支給単位期間につき、 4 万5,000円に当該支
4 万5,000円に当該支給単位期間の月数を乗 給単位期間の月数を乗じて得た額）
じて得た額）

略 略(２) (２)
5 ～ 8 略 5 ～ 8 略

（超過勤務手当） （超過勤務手当）
第17条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ 第17条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ

とを命ぜられた職員には、その勤務の全時間に とを命ぜられた職員には、その勤務の全時間に
対して、勤務 1 時間につき第 6 条に定める勤務 対して、勤務 1 時間につき第 6 条に定める勤務
1 時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超え 1 時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超え
てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ
1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で 1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で
人事委員会規則で定める割合（その勤務が午後 人事委員会規則で定める割合（その勤務が午後
10時から翌日の午前 5 時までの間である場合に 10時から翌日の午前 5 時までの間である場合は
は、その割合に1 0 0分の25を加算した割合）を 、その割合に1 0 0分の25を加算した割合）を乗
乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。 じて得た額を超過勤務手当として支給する。
・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

2 定年前再任用短時間勤務職員が、正規の勤務 2 再任用短時間勤務職員が、正規の勤務時間が
時間が割り振られた日において、正規の勤務時 割り振られた日において、正規の勤務時間を超
間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間と えてした勤務のうち、その勤務の時間とその勤
その勤務をした日における正規の勤務時間との 務をした日における正規の勤務時間との合計が
合計が 7 時間45分に達するまでの間の勤務に対 7 時間45分に達するまでの間の勤務に対する前
する前項の規定の適用については、同項中「正 項の規定の適用については、同項中「正規の勤
規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区 務時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応
分に応じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0ま
1 5 0までの範囲内で人事委員会規則で定める割 での範囲内で人事委員会規則で定める割合」と
合」とあるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。 あるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。

3 略 3 略
4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ 4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務 られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第 3 条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規 時間条例第 3 条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規
定に基づく週休日における勤務のうち人事委員 定に基づく週休日における勤務のうち人事委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次 会規則で定めるものを除く。以下この条におい
項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第 て同じ。）の時間及び勤務時間条例第 5 条の規
5 条の規定により勤務時間を割り振られ、割振 定により勤務時間を割り振られ、割振り変更前
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ の正規の勤務時間を超えて割り振られた勤務時
た勤務時間中にした勤務の時間（人事委員会規 間中にした勤務の時間（人事委員会規則で定め
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に る時間を除く。以下この条において同じ。）の
おいて同じ。）の合計時間数が 1 箇月について 合計時間数が 1 箇月について60時間を超えた職
60時間を超えた職員には、その60時間を超えて 員には、その60時間を超えて勤務した全時間に
勤務した全時間に対して、第 1 項及び前項の規 対して、第 1 項（第 2 項の規定により読み替え
定にかかわらず、勤務 1 時間につき、第 6 条に て適用する場合を含む。）及び前項の規定にか
規定する勤務 1 時間当たりの給与額に次の各号 かわらず、勤務 1 時間につき、第 6 条に規定す
に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定める る勤務 1 時間当たりの給与額に次の各号に掲げ
割合を乗じて得た額を超過勤務手当として支給 る時間の区分に応じ、当該各号に定める割合を
する。 乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。

正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)
1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5 時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5 時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5） 1 7 5）

略 略(２) (２)
5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超 5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超
勤代休時間を指定された場合において、当該超 勤代休時間を指定された場合において、当該超
勤代休時間に職員が勤務しなかったときは、前 勤代休時間に職員が勤務しなかったときは、前
項に規定する60時間を超えて勤務した全時間の 項に規定する60時間を超えて勤務した全時間の
うち当該超勤代休時間の指定に代えられた超過 うち当該超勤代休時間の指定に代えられた超過
勤務手当の支給に係る時間に対しては、当該時 勤務手当の支給に係る時間に対しては、当該時
間 1 時間につき、第 6 条に規定する勤務 1 時間 間 1 時間につき、第 6 条に規定する勤務 1 時間
当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区分 当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区分
に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額 に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額
の超過勤務手当を支給することを要しない。 の超過勤務手当を支給することを要しない。
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正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)
1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5 時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5 時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5）から第 1 項に規定する人事委員会規 1 7 5）から第 1 項に規定する人事委員会規則
則で定める割合（その時間が午後10時から翌 で定める割合（その時間が午後10時から翌日
日の午前 5 時までの間である場合には、その の午前 5 時までの間である場合は、その割合
割合に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた割合
割合

略 略(２) (２)
6 略 6 略

（管理職手当） （管理職手当）
第19条の 3 略 第19条の 3 略
2 管理職手当の月額は、当該職員の属する職務 2 管理職手当の月額は、その者の属する職務の
の級における最高の号給の給料月額の1 0 0分の 級における最高の号給の給料月額の1 0 0分の25
25を超えない範囲内において人事委員会規則で を超えない範囲内において人事委員会規則で定
定める額とする。 める額とする。

3 略 3 略

（初任給調整手当） （初任給調整手当）
第20条 次の各号に掲げる職に新たに採用された 第20条 次の各号に掲げる職に新たに採用された

職員には、当該各号に定める額を超えない範囲 職員には、当該各号に定める額を超えない範囲
内の額を、第 1 号及び第 2 号に掲げる職に係る 内の額を、第 1 号及び第 2 号に掲げる職に係る
ものにあっては採用の日から35年以内、第 3 号 ものにあっては採用の日から35年以内、第 3 号
に掲げる職に係るものにあっては採用の日から に掲げる職に係るものにあっては採用の日から
11年以内、第 4 号に掲げる職に係るものにあっ 11年以内、第 4 号に掲げる職に係るものにあっ
ては採用の日から 5 年以内の期間、採用の日（ ては採用の日から 5 年以内の期間、採用の日（
第 1 号から第 3 号までに掲げる職に係るものに 第 1 号から第 3 号までに掲げる職に係るものに
あっては、採用後人事委員会規則で定める期間 あっては、採用後人事委員会規則で定める期間
を経過した日）から 1 年を経過するごとに人事 を経過した日）から 1 年を経過するごとに人事
委員会規則で定めるところによりその額を減じ 委員会規則の定めるところによりその額を減じ
て、初任給調整手当として支給する。 て、初任給調整手当として支給する。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

2 ・ 3 略 2 ・ 3 略

（期末手当） （期末手当）
第23条 略 第23条 略
2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、1 0 0分 2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、1 0 0分
の1 2 0を乗じて得た額（人事委員会規則で定め の1 2 0を乗じて得た額（人事委員会規則で定め
る管理又は監督の地位にある職員（第24条第 2 る管理又は監督の地位にある職員（第24条第 2
項第 1 号及び第 2 号において「特定幹部職員」 項において「特定幹部職員」という。）にあっ
という。）にあっては、1 0 0分の1 0 0を乗じて ては、1 0 0分の1 0 0を乗じて得た額）に、基準
得た額）に、基準日以前 6 箇月以内の期間にお 日以前 6 箇月以内の期間におけるその者の次の
ける当該職員の次の各号に掲げる在職期間の区 各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号
分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た に定める割合を乗じて得た額とする。
額とする。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の 3 再任用職員に対する前項の規定の適用につい
規定の適用については、同項中「1 0 0分の1 2 0 ては、同項中「1 0 0分の1 2 0」とあるのは「10
」とあるのは「1 0 0分の67.5」と、「1 0 0分の 0 分の67.5」と、「1 0 0分の1 0 0」とあるのは
1 0 0」とあるのは「1 0 0分の57.5」とする。 「1 0 0分の57.5」とする。

4 ～ 6 略 4 ～ 6 略

（勤勉手当） （勤勉手当）
第24条 勤勉手当は、 6 月 1 日及び12月 1 日（以 第24条 勤勉手当は、 6 月 1 日及び12月 1 日（以

下この項から第 3 項までにおいてこれらの日を 下この条においてこれらの日を「基準日」とい
「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員 う。）にそれぞれ在職する職員に対し、基準日
に対し、基準日以前 6 箇月以内の期間における 以前 6 箇月以内の期間におけるその者の勤務成
当該職員の勤務成績に応じて、それぞれ基準日 績に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事
の属する月の人事委員会規則で定める日に支給 委員会規則で定める日に支給する。これらの基
する。これらの基準日前 1 箇月以内に退職し、 準日前 1 箇月以内に退職し、又は死亡した職員
又は死亡した職員で人事委員会規則で定めるも で人事委員会規則で定めるものについても、同
のについても、同様とする。 様とする。

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権 2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権
者が人事委員会規則で定める基準に従って定め 者が人事委員会規則で定める基準に従って定め
る割合を乗じて得た額とする。この場合におい る割合を乗じて得た額とする。この場合におい
て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その
者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごと 者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごと
の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超え の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超え
てはならない。 てはならない。

前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務 前項の職員のうち再任用職員以外の職員(１) (１)
職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ



    和歌山県報  号外 令和 4年 10 月 5 日（水曜日） 

－ 14 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職 ぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した
し、又は死亡した職員にあっては、退職し、 職員にあっては、退職し、又は死亡した日現
又は死亡した日現在。次項において同じ。） 在。次項において同じ。）において受けるべ
において受けるべき扶養手当の月額及びこれ き扶養手当の月額及びこれに対する地域手当
に対する地域手当の月額の合計額を加算した の月額の合計額を加算した額に1 0 0分の95（
額に1 0 0分の95（特定幹部職員にあっては、 特定幹部職員にあっては、1 0 0分の1 1 5）を
1 0 0分の1 1 5）を乗じて得た額の総額 乗じて得た額の総額

前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用(２) (２)
職員 当該定年前再任用短時間勤務職員の勤 職員の勤勉手当基礎額に1 0 0分の45（特定幹
勉手当基礎額に1 0 0分の45（特定幹部職員に 部職員にあっては、1 0 0分の55）を乗じて得
あっては、1 0 0分の55）を乗じて得た額の総 た額の総額
額

3 ～ 5 略 3 ～ 5 略

（適用除外） （適用除外）
第25条の 2 第 9 条第 1 項及び第 2 項、第10条、 第25条の 2 第14条、第14条の 3 から第14条の 5

第14条、第14条の 3 から第14条の 5 まで、第16 まで、第16条の 2 、第20条、第21条及び前条の
条の 2 、第20条、第21条並びに前条の規定は、 規定は、再任用職員には適用しない。
定年前再任用短時間勤務職員には適用しない。

附 則 附 則
（経過規定） （経過規定）

3 この条例施行の際、この条例の規定に相当す 3 この条例施行の際、この条例の規定に相当す
る従前の規定に基づいて行われた決定及び手続 る従前の規定に基づいてなされた決定及び手続
は、この条例の相当規定に基づいて行われたも は、この条例の相当規定に基づいてなされたも
のとみなす。 のとみなす。

4 ～ 9 略 4 ～ 9 略

16 略 16 略

（特定日以後の給料月額の特例措置）
17 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60

歳（職員の定年等に関する条例の一部を改正す
る条例（令和 4 年和歌山県条例第42号）による
改正前の職員の定年等に関する条例（昭和59年
和歌山県条例第 3 号）第 3 条第 2 号に掲げる職
員にあっては、63歳）に達した日後における最
初の 4 月 1 日（附則第19項において「特定日」
という。）以後、当該職員に適用される給料表
の給料月額のうち、第 8 条の 2 第 2 項の規定に
より当該職員の属する職務の級並びに第 9 条第
1 項及び第 2 項並びに第10条第 2 項及び第 3 項
の規定により当該職員の受ける号給に応じた額
に1 0 0分の70を乗じて得た額（当該額に、50円
未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50
円以上1 0 0円未満の端数を生じたときはこれを
1 0 0円に切り上げるものとする。）とする。

18 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しな
い。

臨時的に任用される職員その他の法律によ(１)
り任期を定めて任用される職員及び非常勤職
員

職員の定年等に関する条例（以下この号か(２)
ら第 4 号までにおいて「定年条例」という。
）第 9 条第 1 項又は第 2 項の規定により定年
条例第 9 条第 1 項に規定する異動期間（定年
条例第 9 条第 1 項又は第 2 項の規定により延
長された期間を含む。）を延長された定年条
例第 6 条第 1 号及び第 3 号に掲げる職を占め
る職員

定年条例第 3 条第 2 項に規定する職員(３)
定年条例第 4 条第 1 項又は第 2 項の規定に(４)

より勤務している職員（定年条例第 2 条に規
定する定年退職日において前項の規定が適用
されていた職員を除く。）

19 地方公務員法第28条の 2 第 4 項に規定する他
の職への降任等をされた職員であって、当該他
の職への降任等をされた日（以下この項及び附
則第21項において「異動日」という。）の前日
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から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員
のうち、特定日に附則第17項の規定により当該
職員の受ける給料月額（以下この項において「
特定日給料月額」という。）が異動日の前日に
当該職員が受けていた給料月額に1 0 0分の70を
乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生
じたときはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未
満の端数を生じたときはこれを1 0 0円に切り上
げるものとする。以下この項において「基礎給
料月額」という。）に達しないこととなる職員
（人事委員会規則で定める職員を除く。）には
、当分の間、特定日以後、附則第17項の規定に
より当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給
料月額と特定日給料月額との差額に相当する額
を給料として支給する。

20 前項の規定による給料の額と当該給料を支給
される職員の受ける給料月額との合計額が第 8
条の 2 第 2 項の規定により当該職員の属する職
務の級における最高の号給の給料月額を超える
場合における前項の規定の適用については、同
項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とある
のは、「第 8 条の 2 第 2 項の規定により当該職
員の属する職務の級における最高の号給の給料
月額と当該職員の受ける給料月額」とする。

21 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受
ける職員（附則第17項の規定の適用を受ける職
員に限り、附則第19項に規定する職員を除く。
）であって、同項の規定による給料を支給され
る職員との権衡上必要があると認められる職員
には、当分の間、当該職員の受ける給料月額の
ほか、人事委員会規則で定めるところにより、
前 2 項の規定に準じて算出した額を給料として
支給する。

22 附則第19項又は前項の規定による給料を支給
される職員以外の附則第17項の規定の適用を受
ける職員であって、任用の事情を考慮して当該
給料を支給される職員との権衡上必要があると
認められる職員には、当分の間、当該職員の受
ける給料月額のほか、人事委員会規則で定める
ところにより、前 3 項の規定に準じて算出した
額を給料として支給する。

23 附則第19項又は前 2 項の規定による給料を支
給される職員に対する第23条第 5 項（第24条第
4 項において準用する場合を含む。）の規定の
適用については、第23条第 5 項の規定中「給料
月額」とあるのは、「給料月額と附則第19項、
第21項又は第22項の規定による給料の額との合
計額」とする。

24 附則第17項から前項までに定めるもののほか
、附則第17項の規定による給料月額、附則第19
項の規定による給料その他附則第17項から前項
までの規定の施行に関し必要な事項は、人事委
員会規則で定める。

別表第 1 再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表

再任用職員の欄を次のように改める。

定 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準

年 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

前

再 円 円 円 円 円 円 円 円 円

任
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用

短

時

間 187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900 441,000

勤

務

職

員

別表第 2 再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表

再任用職員の欄を次のように改める。

定 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

年

前 円 円 円 円 円

再

任

用

短

時 217,500 258,700 283,500 325,900 384,400

間

勤

務

職

員

別表第 3 アの表再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

同表再任用職員の欄を次のように改める。

定 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

年

前 円 円 円 円

再

任

用

短

時 296,200 338,600 393,000 466,000

間

勤

務

職

員

別表第 3 イの表再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

同表再任用職員の欄を次のように改める。

定 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準

年 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

前

再 円 円 円 円 円 円 円
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任

用

短

時

間 188,700 215,300 243,500 256,900 282,100 322,800 365,000

勤

務

職

員

別表第 3 ウの表再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

同表再任用職員の欄を次のように改める。

定 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準

年 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

前

再 円 円 円 円 円 円

任

用

短

時

間 235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 326,200

勤

務

職

員

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（勤務延長職員に関する経過措置）

2 この条例による改正後の職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」という。）附則第17項から第

24項までの規定は、職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42号。

次項において「定年条例改正条例」という。）附則第 3 項の規定により勤務している職員には適用しな

い。

（暫定再任用職員に関する経過措置）

3 暫定再任用職員（定年条例改正条例附則第 9 項に規定する暫定再任用職員をいう。以下同じ。）（定

年条例改正条例による改正後の職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第 3 号）第12条に規

定する短時間勤務の職を占める暫定再任用職員（第 5 項及び第 6 項において「暫定再任用短時間勤務職

員」という。）を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該暫定再任用職員が新

給与条例第 9 条第 3 項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）であるものとした場合に適用される第 8 条第 2 項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤

務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、第 8 条の 2 第 2 項の規定により当該暫定再任用職員の属する
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職務の級に応じた額とする。

4 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第1 1 0号）第10条第 1 項に規定する育児短時間

勤務をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、

「に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7 年和歌山県条例第 6 号）第 2 条第 2 項の規定によ

り定められた当該暫定再任用職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする」とする。

5 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務

職員であるものとした場合に適用される第 8 条第 2 項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員

の欄に掲げる基準給料月額のうち、第 8 条の 2 第 2 項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属

する職務の級に応じた額に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7 年和歌山県条例第 6 号）第

2 条第 3 項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

6 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第15条第 2 項及

び第17条第 2 項の規定を適用する。

7 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第23条第 3 項の規定を適用

する。

8 新給与条例第24条第 1 項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合における勤勉手当の額の同条第 2 項

各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第 1 号中「定年前

再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び職員の定年等に関する条例の一

部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42号）附則第 9 項に規定する暫定再任用職員（次号におい

て「暫定再任用職員」という。）」と、同項第 2 号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定

年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。

9 第 9 条第 1 項、第10条第 2 項、第 4 項、第 6 項及び第 7 項、第14条、第14条の 3 から第14条の 5 まで、

第16条の 2 、第21条並びに第25条並びに新給与条例第 9 条第 2 項、第10条第 1 項、第 3 項及び第 5 項並

びに第20条の規定は、暫定再任用職員には適用しない。

10 第 2 項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項は、人事委員会規則で定

める。

職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第42号

職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例

職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第 3 号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前
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目次
第 1 章 総則（第 1 条）
第 2 章 定年制度（第 2 条―第 5 条）
第 3 章 管理監督職勤務上限年齢制（第 6 条―

第11条）
第 4 章 定年前再任用短時間勤務制（第12条）
第 5 章 雑則（第13条）
附則

第 1 章 総則

（趣旨） （趣旨）
第 1 条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法 第 1 条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法

律第2 6 1号。以下「法」という。）第22条の 4 律第2 6 1号）第28条の 2 第 1 項から第 3 項まで
第 1 項及び第 2 項、第28条の 2 、第28条の 5 、 及び第28条の 3 の規定に基づき、職員の定年等
第28条の 6 第 1 項から第 3 項まで並びに第28条 に関し必要な事項を定めるものとする。
の 7 並びに警察法（昭和29年法律第1 6 2号）第
56条の 4 第 2 項の規定に基づき、職員の定年等
に関し必要な事項を定めるものとする。

第 2 章 定年制度

第 2 条 略 第 2 条 略

（定年） （定年）
第 3 条 職員の定年は、年齢65年とする。 第 3 条 職員の定年は、年齢60年とする。ただし

、次の各号に掲げる職員の定年は、当該各号に
定める年齢とする。

医師及び病院、保健所その他医療業務を行(１)
う施設等において医療業務に従事する歯科医
師 年齢65年
庁舎清掃等の業務、炊事業務、病院におけ(２)

る看護補助の業務及び学校その他の教育施設
の清掃等の業務に従事する者 年齢63年

2 前項の規定にかかわらず、医師及び病院、保
健所その他医療業務を行う施設等において医療
業務に従事する歯科医師の定年は、年齢70年と
する。

（定年による退職の特例） （定年による退職の特例）
第 4 条 任命権者は、定年に達した職員が第 2 条 第 4 条 任命権者は、定年に達した職員が第 2 条

の規定により退職すべきこととなる場合におい の規定により退職すべきこととなる場合におい
て、次に掲げる事由があると認めるときは、同 て、次の各号のいずれかに該当すると認めると
条の規定にかかわらず、当該職員に係る定年退 きは、その職員に係る定年退職日の翌日から起
職日の翌日から起算して 1 年を超えない範囲内 算して 1 年を超えない範囲内で期限を定め、そ
で期限を定め、当該職員を当該定年退職日にお の職員を当該職務に従事させるため引き続いて
いて従事している職務に従事させるため、引き 勤務させることができる。
続き勤務させることができる。ただし、第 9 条
各項の規定により異動期間（第 9 条第 1 項に規
定する異動期間をいう。以下この項及び次項に
おいて同じ。）（第 9 条第 1 項又は第 2 項の規
定により延長された異動期間を含む。）を延長
した職員であって、定年退職日において管理監
督職（第 6 条に規定する職をいう。以下この条
及び次章において同じ。）を占めている職員に
ついては、第 9 条第 1 項又は第 2 項の規定によ
り当該異動期間を延長した場合であって、引き
続き勤務させることについて人事委員会の承認
を得たときに限るものとし、当該期限は、当該
職員が占めている管理監督職に係る異動期間の
末日の翌日から起算して 3 年を超えることがで
きない。

当該職務が高度の知識、技能又は経験を必 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必(１) (１)
要とするものであるため、当該職員の退職に 要とするものであるため、その職員の退職に
より生ずる欠員を容易に補充することができ より公務の運営に著しい支障が生ずるとき。
ず公務の運営に著しい支障が生ずること。

当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件(２) (２)
に特殊性があるため、当該職員の退職による に特殊性があるため、その職員の退職による
欠員を容易に補充することができず公務の運 欠員を容易に補充することができないとき。
営に著しい支障が生ずること。

当該職務を担当する者の交替が当該業務の 当該職務を担当する者の交替がその業務の(３) (３)
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遂行上重大な障害となる特別の事情があるた 遂行上重大な障害となる特別の事情があるた
め、当該職員の退職により公務の運営に著し め、その職員の退職により公務の運営に著し
い支障が生ずること。 い支障が生ずるとき。

2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定に 2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定に
より延長された期限が到来する場合において、 より延長された期限が到来する場合において、
前項各号に掲げる事由が引き続きあると認める 前項の事由が引き続き存すると認めるときは、
ときは、人事委員会の承認を得て、これらの期 人事委員会の承認を得て、 1 年を超えない範囲
限の翌日から起算して 1 年を超えない範囲内で 内で期限を延長することができる。ただし、そ
期限を延長することができる。ただし、当該期 の期限は、その職員に係る定年退職日の翌日か
限は、当該職員に係る定年退職日（同項ただし ら起算して 3 年を超えることができない。
書に規定する職員にあっては、当該職員が占め
ている管理監督職に係る異動期間の末日）の翌
日から起算して 3 年を超えることができない。

3 任命権者は、第 1 項の規定により職員を引き 3 任命権者は、第 1 項の規定により職員を引き
続き勤務させる場合又は前項の規定により期限 続いて勤務させる場合又は前項の規定により期
を延長する場合には、当該職員の同意を得なけ 限を延長する場合には、当該職員の同意を得な
ればならない。 ければならない。

4 任命権者は、第 1 項の規定により引き続き勤 4 任命権者は、第 1 項の期限又は第 2 項の規定
務することとされた職員及び第 2 項の規定によ により延長された期限が到来する前に第 1 項の
り期限が延長された職員について、第 1 項の期 事由が存しなくなったと認めるときは、当該職
限又は第 2 項の規定により延長された期限が到 員の同意を得て、期日を定めてその期限を繰り
来する前に第 1 項各号に掲げる事由がなくなっ 上げて退職させることができる。
たと認めるときは、当該職員の同意を得て、期
日を定めて当該期限を繰り上げるものとする。

5 略 5 略

第 5 条 削除

第 5 条 略 第 6 条 略

第 3 章 管理監督職勤務上限年齢制

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理
監督職）

第 6 条 法第28条の 2 第 1 項に規定する条例で定
める職は、次の各号に掲げる職（児童福祉法務
専門員、医師及び病院、保健所その他医療業務
を行う施設等において医療業務に従事する歯科
医師が占める職を除く。）とする。

職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山(１)
県条例第51号）第19条の 3 第 1 項、教育職員
の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例
第52号）第15条の 2 第 1 項又は企業職員の給
与の種類及び基準に関する条例（昭和42年和
歌山県条例第19号）第 4 条の規定により管理
職手当を支給される職員の職

警視又は警部の階級にある警察官(２)
前 2 号に掲げる職に準ずる職として人事委(３)

員会規則で定める職

（管理監督職勤務上限年齢）
第 7 条 法第28条の 2 第 1 項の管理監督職勤務上

限年齢は、年齢60年とする。

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべ
き基準）

第 8 条 任命権者は、法第28条の 2 第 4 項に規定
する他の職への降任等（以下この章において「
他の職への降任等」という。）を行うに当たっ
ては、法第13条、第15条、第23条の 3 、第27条
第 1 項及び第56条に定めるもののほか、次に掲
げる基準を遵守しなければならない。

当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況(１)
及び職務経験等に基づき、降任又は転任（降
給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第
10条において「降任等」という。）をしよう
とする職の属する職制上の段階の標準的な職
に係る法第15条の 2 第 1 項第 5 号に規定する
標準職務遂行能力（次条第 3 項において「標
準職務遂行能力」という。）及び当該降任等
をしようとする職についての適性を有すると
認められる職に降任等をすること。
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人事の計画その他の事情を考慮した上で、(２)
管理監督職以外の職のうちできる限り上位の
職制上の段階に属する職に降任等をすること
。

当該職員の他の職への降任等をする際に、(３)
当該職員が占めていた管理監督職が属する職
制上の段階より上位の職制上の段階に属する
管理監督職を占める職員（以下この号におい
て「上位職職員」という。）の他の職への降
任等もする場合には、第 1 号に掲げる基準に
従った上での状況その他の事情を考慮してや
むを得ないと認められる場合を除き、上位職
職員の降任等をした職が属する職制上の段階
と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階よ
り下位の職制上の段階に属する職に降任等を
すること。

2 前項の規定は、警察法第56条の 4 第 1 項の規
定による任命について準用する。この場合にお
いて、前項中「任命権者」とあるのは「警察本
部長」と、「法第28条の 2 第 4 項に規定する他
の職への降任等（以下この章において「他の職
への降任等」という。）」とあるのは「警察法
第56条の 2 第 1 項に規定する特定地方警務官（
第 1 号及び第 3 号において単に「特定地方警務
官」という。）に対し、同法第56条の 4 第 1 項
の規定による任命（以下「特定任命」という。
）」と、同項第 1 号及び第 3 号中「職員」とあ
るのは「特定地方警務官」と、同項第 1 号中「
降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以
下この条及び第10条において「降任等」という
。）」とあるのは「特定任命」と、「降任等を
」とあるのは「特定任命を」と、同項第 2 号中
「降任等」とあるのは「特定任命」と、同項第
3 号中「他の職への降任等」とあるのは「特定
任命」と、「降任等をした」とあるのは「特定
任命をした」と、「、降任等」とあるのは「、
特定任命」と読み替えるものとする。

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管
理監督職への任用の制限の特例）

第 9 条 任命権者は、他の職への降任等をすべき
管理監督職を占める職員について、当該職員が
従事している職務に関し、次に掲げる事由があ
ると認めるときは、当該職員が占める管理監督
職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理
監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日
以後における最初の 4 月 1 日までの間をいう。
以下この章において同じ。）の末日の翌日から
起算して 1 年を超えない期間内（当該期間内に
定年退職日がある職員にあっては、当該異動期
間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。
第 3 項において同じ。）で当該異動期間を延長
し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、
当該管理監督職を占めたまま勤務をさせること
ができる。

当該職務が高度の知識、技能又は経験を必(１)
要とするものであるため、当該職員の他の職
への降任等により生ずる欠員を容易に補充す
ることができず公務の運営に著しい支障が生
ずること。

当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件(２)
に特殊性があるため、当該職員の他の職への
降任等による欠員を容易に補充することがで
きず公務の運営に著しい支障が生ずること。

当該職務を担当する者の交替が当該業務の(３)
遂行上重大な障害となる特別の事情があるた
め、当該職員の他の職への降任等により公務
の運営に著しい支障が生ずること。

2 任命権者は、前項又はこの項の規定により異
動期間（これらの規定により延長された期間を
含む。）が延長された管理監督職を占める職員
について、前項各号に掲げる事由が引き続きあ
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ると認めるときは、人事委員会の承認を得て、
延長された当該異動期間の末日の翌日から起算
して 1 年を超えない期間内（当該期間内に定年
退職日がある職員にあっては、延長された当該
異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期
間内。第 4 項において同じ。）で延長された当
該異動期間を更に延長することができる。ただ
し、更に延長される当該異動期間の末日は、当
該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末
日の翌日から起算して 3 年を超えることができ
ない。

3 任命権者は、第 1 項の規定により異動期間を
延長することができる場合を除き、他の職への
降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容
が相互に類似する複数の管理監督職であって、
これらの欠員を容易に補充することができない
年齢別構成その他の特別の事情がある管理監督
職として人事委員会規則で定める管理監督職を
いう。以下この項において同じ。）に属する管
理監督職を占める職員について、当該特定管理
監督職群に属する管理監督職の属する職制上の
段階の標準的な職に係る標準職務遂行能力及び
当該管理監督職についての適性を有すると認め

（当該管理監督職に係る管理監督職られる職員
勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当
該管理監督職の数に満たない等の事情があるた
め、当該職員の他の職への降任等により当該管
理監督職に生ずる欠員を容易に補充することが
できず業務の遂行に重大な障害が生ずると認め
るときは、当該職員が占める管理監督職に係る
異動期間の末日の翌日から起算して 1 年を超え
ない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き
当該管理監督職を占めている職員に当該管理監
督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を
当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他
の管理監督職に降任し、若しくは転任すること
ができる。

4 任命権者は、第 1 項若しくは第 2 項の規定に
より異動期間（これらの規定により延長された
期間を含む。）が延長された管理監督職を占め
る職員について前項に規定する事由があると認
めるとき（第 2 項の規定により延長された当該
異動期間を更に延長することができるときを除
く。）、又は前項若しくはこの項の規定により
異動期間（前 3 項又はこの項の規定により延長
された期間を含む。）が延長された管理監督職
を占める職員について前項に規定する事由が引
き続きあると認めるときは、人事委員会の承認
を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日
から起算して 1 年を超えない期間内で延長され
た当該異動期間を更に延長することができる。

（異動期間の延長等に係る職員の同意）
第10条 任命権者は、前条各項の規定により異動

期間を延長する場合及び同条第 3 項の規定によ
り他の管理監督職に降任等をする場合には、あ
らかじめ職員の同意を得なければならない。

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置）
第11条 任命権者は、第 9 条各項の規定により異

動期間を延長した場合において、当該異動期間
の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が
消滅したときは、他の職への降任等をするもの
とする。

第 4 章 定年前再任用短時間勤務制

（定年前再任用短時間勤務職員の任用）
第12条 任命権者は、年齢60年に達した日以後に

退職（臨時的に任用される職員その他の法律に
より任期を定めて任用される職員及び非常勤職
員が退職する場合を除く。）をした者（以下こ
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の条において「年齢60年以上退職者」という。
）を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則
で定める情報に基づく選考により、短時間勤務
の職（当該職を占める職員の 1 週間当たりの通
常の勤務時間が、常時勤務を要する職でその職
務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職
員の 1 週間当たりの通常の勤務時間に比し短い
時間である職をいう。以下この条において同じ
。）に採用することができる。ただし、年齢60
年以上退職者がその者を採用しようとする短時
間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤
務の職を占める職員が、常時勤務を要する職で
その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占
めているものとした場合における定年退職日を
いう。）を経過した者であるときは、この限り
でない。

第 5 章 雑則

第13条 この条例の実施に関し必要な事項は、人
事委員会規則で定める。

附 則 附 則
2 略 2 略

（定年に関する経過措置）
3 令和 5 年 4 月 1 日から令和13年 3 月31日まで
の間における第 3 条第 1 項の規定の適用につい
ては、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ
、同項中「65年」とあるのはそれぞれ同表の右
欄に掲げる字句とする。

令和 5 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 61年
31日まで

令和 7 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 62年
31日まで

令和 9 年 4 月 1 日から令和11年 3 月 63年
31日まで

令和11年 4 月 1 日から令和13年 3 月 64年
31日まで

4 令和 5 年 4 月 1 日から令和13年 3 月31日まで
の間において、職員の定年等に関する条例の一
部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42
号。次項及び第 6 項において「令和 4 年改正条
例」という。）による改正前の第 3 条第 2 号に
掲げる職員に対する第 3 条第 1 項の規定の適用
については、前項の規定にかかわらず、次の表
の左欄に掲げる期間の区分に応じ、第 3 条第 1
項中「65年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に
掲げる字句とする。

令和 5 年 4 月 1 日から令和11年 3 月 63年
31日まで

令和11年 4 月 1 日から令和13年 3 月 64年
31日まで

5 令和 5 年 4 月 1 日から令和13年 3 月31日まで
の間において、令和 4 年改正条例による改正前
の第 3 条第 1 号に掲げる職員に対する第 3 条第
2 項の規定の適用については、次の表の左欄に
掲げる期間の区分に応じ、同項中「70年」とあ
るのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする
。

令和 5 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 66年
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31日まで

令和 7 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 67年
31日まで

令和 9 年 4 月 1 日から令和11年 3 月 68年
31日まで

令和11年 4 月 1 日から令和13年 3 月 69年
31日まで

（情報の提供及び勤務の意思の確認）
6 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用
される職員その他の法律により任期を定めて任
用される職員、非常勤職員並びに第 3 条第 2 項
及び令和 4 年改正条例による改正前の第 3 条第
1 号に掲げる職員を除く。以下この項において
同じ。）が年齢60年（令和 4 年改正条例による
改正前の第 3 条第 2 号に掲げる職員にあっては
同号に定める年齢。以下この項において同じ。
）に達する日の属する年度の前年度（以下この
項において「情報の提供及び勤務の意思の確認
を行うべき年度」という。）（情報の提供及び
勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でなか
った者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確
認を行うべき年度の末日後に採用された職員（
異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認
を行うべき年度の末日を経過することとなった
職員（以下この項において「末日経過職員」と
いう。）を除く。）にあっては、当該職員が採
用された日から同日の属する年度の末日までの
期間、末日経過職員にあっては、当該職員の異
動等の日が属する年度（当該日が年度の初日で
ある場合は、当該年度の前年度））において、
当該職員に対し、当該職員が年齢60年に達する
日以後に適用される任用及び給与に関する措置
の内容その他の必要な情報を提供するものとす
るとともに、同日の翌日以後における勤務の意
思を確認するよう努めるものとする。

7 警察本部長は、当分の間、警察法第56条の 2
第 1 項に規定する特定地方警務官（以下この項
において単に「特定地方警務官」という。）が
年齢60年に達する日の属する年度の前年度にお
いて、当該特定地方警務官に対し、当該特定地
方警務官が年齢60年に達する日以後に適用され
る任用及び給与に関する措置の内容その他の必
要な情報を提供するものとするとともに、同日
の翌日以後における勤務の意思を確認するよう
努めるものとする。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。ただし、附則第22項の規定は、公布の日から施行する。

（職員の再任用に関する条例の廃止）

2 職員の再任用に関する条例（平成12年和歌山県条例第22号）は、廃止する。

（勤務延長に関する経過措置）

3 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前にこの条例による改正前の職員の

定年等に関する条例（以下「旧条例」という。）第 4 条第 1 項又は第 2 項の規定により勤務することと

され、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第 1 項の期限又は同条第 2 項の規定により延長された期限をい
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う。以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において「旧条例勤務延長

職員」という。）について、旧条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場

合において、この条例による改正後の職員の定年等に関する条例（以下「新条例」という。）第 4 条第

1 項各号に掲げる事由があると認めるときは、人事委員会の承認を得て、これらの期限の翌日から起算

して 1 年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧条例勤務延長

職員に係る旧条例第 2 条に規定する定年退職日の翌日から起算して 3 年を超えることができない。

4 任命権者は、基準日（施行日、令和 7 年 4 月 1 日、令和 9 年 4 月 1 日、令和11年 4 月 1 日及び令和13

年 4 月 1 日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年の 3 月31日までの間、基準日におけ

る新条例定年（新条例第 3 条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年

（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧条例第 3 条に規定する定年）を超える職（

基準日における新条例定年が新条例第 3 条第 1 項に規定する定年である職に限る。）及びこれに相当す

る基準日以後に設置された職その他の人事委員会規則で定める職に、基準日から基準日の翌年の 3 月31

日までの間に新条例第 4 条第 1 項若しくは第 2 項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3

年法律第63号。以下「令和 3 年改正法」という。）附則第 3 条第 5 項又は前項の規定により勤務してい

る職員のうち、基準日の前日において同日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日である場

合には、施行日の前日における旧条例第 3 条に規定する定年）に達している職員（当該人事委員会規則

で定める職にあっては、人事委員会規則で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができ

ない。

5 新条例第 4 条第 3 項から第 5 項までの規定は、附則第 3 項の規定による勤務について準用する。

（定年退職者等の再任用に関する経過措置）

6 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢65年に達する日以後における最初の 3 月31日（以下「特定年

齢到達年度の末日」という。）までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要す

る職に係る旧条例定年（旧条例第 3 条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置

された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該職が施行日の前日

に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）に達している者を、

従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、 1年を超えない範囲内で任

期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

施行日前に旧条例第 2 条の規定により退職した者(１)

旧条例第 4 条第 1項若しくは第 2 項、令和 3 年改正法附則第 3 条第 5 項又は附則第 3 項の規定によ(２)

り勤務した後退職した者

25年以上勤続して施行日前に退職した者（前 2 号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の(３)

翌日から起算して 5 年を経過する日までの間にある者

25年以上勤続して施行日前に退職した者（前 3 号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の(４)

翌日から起算して 5 年を経過する日までの間に、旧地方公務員法再任用（令和 3 年改正法による改正

前の地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第28条の 4 第 1項又は第28条の 5 第 1項の規定により採

用することをいう。）又は暫定再任用（この項、次項、附則第11項又は第12項の規定により採用する
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ことをいう。次項第 5 号において同じ。）をされたことがある者

7 令和14年 3 月31日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間に

ある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達している者を、

従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、 1年を超えない範囲内で任

期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

施行日以後に新条例第 2 条の規定により退職した者(１)

施行日以後に新条例第 4 条第 1項又は第 2 項の規定により勤務した後退職した者(２)

施行日以後に新条例第12条の規定により採用された者のうち、令和 3 年改正法による改正後の地方(３)

公務員法（以下「新地方公務員法」という。）第22条の 4 第 3 項に規定する任期が満了したことによ

り退職した者

25年以上勤続して施行日以後に退職した者（前 3 号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日(４)

の翌日から起算して 5 年を経過する日までの間にある者

25年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日(５)

の翌日から起算して 5 年を経過する日までの間に、暫定再任用をされたことがある者

8 前 2 項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、 1年を超えない範囲内で更新することがで

きる。ただし、当該任期の末日は、前 2 項の規定により採用する者又はこの項の規定により任期を更新

する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならない。

9 暫定再任用職員（附則第 6 項、第 7 項、第11項又は第12項の規定により採用された職員をいう。以下

この項及び次項において同じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直

前の任期における勤務実績が、当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の全体評語その他勤務の状

況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。

10 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員の同意を得

なければならない。

11 任命権者は、新地方公務員法第22条の 4 第 4 項の規定にかかわらず、附則第 6 項各号に掲げる者のう

ち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（

新条例第12条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務

の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているも

のとした場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組

織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されてい

たものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の

職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。）に達してい

る者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、 1 年を超えない範

囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

12 令和14年 3 月31日までの間、任命権者は、新地方公務員法第22条の 4 第 4 項の規定にかかわらず、附

則第 7 項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用し

ようとする短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要
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する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定年を

いう。附則第21項において同じ。）に達している者（新条例第12条の規定により当該短時間勤務の職に

採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく

選考により、 1 年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

13 前 2 項の場合においては、附則第 8 項から第10項までの規定を準用する。

（令和 3 年改正法附則第 8 条第 3 項の条例で定める職及び年齢）

14 令和 3 年改正法附則第 8 条第 3 項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。

施行日以後に新たに設置された職(１)

施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職(２)

15 令和 3 年改正法附則第 8 条第 3 項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設置さ

れていたものとした場合における旧条例第 3 条に規定する定年に準じた当該職に係る年齢とする。

（令和 3 年改正法附則第 8 条第 4 項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第22条の 4 第 4 項

の条例で定める職及び年齢）

16 令和 3 年改正法附則第 4 条又は第 6 条の規定が適用される場合における令和 3 年改正法附則第 8 条第

4 項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第22条の 4 第 4 項の条例で定める職は、次に掲げ

る職とする。

施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職(１)

施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職(２)

17 令和 3 年改正法附則第 4 条又は第 6 条の規定が適用される場合における令和 3 年改正法附則第 8 条第

4 項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第22条の 4 第 4 項の条例で定める年齢は、前項に

規定する職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤

務を要する職でその職務が同項に規定する職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定

年に準じた同項に規定する職に係る年齢とする。

（令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職員）

18 令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日（附則

第 6 項から第13項までの規定が適用される間における各年の 4 月 1 日（施行日を除く。）をいう。以下

この項から附則第20項までにおいて同じ。）の前日に設置されていたものとした場合において、基準日

における新条例定年が基準日の前日における新条例定年を超える職とする。

基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。）(１)

基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む。）(２)

19 令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準日の前日に設置され

ていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年に達している者とする。

20 令和 3 年改正法附則第 8 条第 5 項の条例で定める職員は、附則第18項に規定する職が基準日の前日に

設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年に達している職員とす

る。

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置）
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21 任命権者は、基準日（令和 7 年 4 月 1 日、令和 9 年 4 月 1 日、令和11年 4 月 1 日及び令和13年 4 月 1

日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年の 3 月31日までの間、基準日における新条例

定年相当年齢が基準日の前日における新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新

条例定年相当年齢が新条例第 3 条第 1 項に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相

当する基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の人事委員会規則で定める短時間勤務の職（以下

この項において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新

条例第12条に規定する年齢60年以上退職者となった者（基準日前から新条例第 4 条第 1 項又は第 2 項の

規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における

当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している者（当該人事

委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、人事委員会規則で定める者）を、新条例第12条の規定

により採用することができず、新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例第12条の規定に

より採用された職員（以下この項において「定年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の

前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢

に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、

人事委員会規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができ

ない。

（令和 3 年改正法附則第 2 条第 3 項に規定する条例で定める年齢）

22 令和 3 年改正法附則第 2 条第 3 項に規定する条例で定める年齢は、年齢60年とする。

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例 をここに公の一部を改正する条例

布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第43号

の一部を改正する条例外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

（昭和63年和歌山県条例第 5 号）外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣） （職員の派遣）
第 2条 略 第 2条 略
2 法第 2 条第 1 項に規定する条例で定める職員 2 法第 2 条第 1 項に規定する条例で定める職員
は、次に掲げる職員とする。 は、次に掲げる職員とする。

臨時的に任用される職員その他の法律によ 臨時的に任用される職員その他の法律によ(１) (１)
り任期を定めて任用される職員 り任期を定めて任用される職員（地方公務員

法（昭和25年法律第2 6 1号）第28条の 4 第 1
項に規定する常時勤務を要する職を占める職
員を除く。）

略 略(２) (２)
地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第 地方公務員法第22条に規定する条件付採用(３) (３)

22条に規定する条件付採用になっている職員 になっている職員（人事委員会規則で定める
（人事委員会規則で定める職員を除く。） 職員を除く。）
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略 略(４) (４)
職員の定年等に関する条例第 9条各項の規(５)

定により異動期間（これらの規定により延長
された期間を含む。）を延長された管理監督
職を占める職員

略 略(６) (５)

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

2 地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3年法律第63号）附則第 4 条第 1 項又は第 2 項（これらの

規定を同法附則第 9 条第 3 項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により採用された

職員に対するこの条例による改正後の外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する

条例第 2 条第 2 項第 1 号の規定の適用については、同号中「任期を定めて任用される職員」とあるのは、

「任期を定めて任用される職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3 年法律第63号）附則第 4

条第 1 項又は第 2 項（これらの規定を同法附則第 9 条第 3 項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定により採用された職員を除く。）」とする。

職員の勤務時間、休暇等に関する条例 をここに公布する。の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第44号

の一部を改正する条例職員の勤務時間、休暇等に関する条例

（ ）の一部を次のように改正する。職員の勤務時間、休暇等に関する条例 平成 7 年和歌山県条例第 6 号

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（ 1 週間の勤務時間） （ 1 週間の勤務時間）
第 2 条 略 第 2 条 略
2 略 2 略
3 地方公務員法第22条の 4 第 1 項の規定により 3 地方公務員法第28条の 4 第 1 項若しくは第28
採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤 条の 5 第 1 項又は第28条の 6 第 1 項若しくは第
務職員」という。）の勤務時間は、第 1 項の規 2項の規定により採用された職員で同法第28条
定にかかわらず、休憩時間を除き、 4 週間を超 の 5 第 1 項に規定する短時間勤務の職を占める
えない期間につき 1 週間当たり15時間30分から もの（以下「再任用短時間勤務職員」という。
31時間までの範囲内で、任命権者が定める。 ）の勤務時間は、第 1 項の規定にかかわらず、

休憩時間を除き、 4 週間を超えない期間につき
1週間当たり15時間30分から31時間までの範囲
内で、任命権者が定める。

4 ・ 5 略 4・ 5 略

（週休日及び勤務時間の割振り） （週休日及び勤務時間の割振り）
第 3 条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間 第 3 条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間

を割り振らない日をいう。以下同じ。）とする を割り振らない日をいう。以下同じ。）とする
。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員等 。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員等
については、必要に応じ、当該育児短時間勤務 については、必要に応じ、当該育児短時間勤務
等の内容に従いこれらの日に加えて月曜日から 等の内容に従いこれらの日に加えて月曜日から
金曜日までの 5 日間において週休日を設けるも 金曜日までの 5 日間において週休日を設けるも
のとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任期 のとし、再任用短時間勤務職員及び任期付短時
付短時間勤務職員については、日曜日及び土曜 間勤務職員については、日曜日及び土曜日に加
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日に加えて月曜日から金曜日までの 5 日間にお えて月曜日から金曜日までの 5 日間において週
いて週休日を設けることができる。 休日を設けることができる。

2 任命権者は、月曜日から金曜日までの 5 日間 2 任命権者は、月曜日から金曜日までの 5 日間
において、 1 日につき 7 時間45分の勤務時間を において、 1 日につき 7 時間45分の勤務時間を
割り振るものとする。ただし、育児短時間勤務 割り振るものとする。ただし、育児短時間勤務
職員等については、 1 週間ごとの期間について 職員等については、 1 週間ごとの期間について
、当該育児短時間勤務等の内容に従い 1 日につ 、当該育児短時間勤務等の内容に従い 1 日につ
き 7 時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割 き 7 時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割
り振るものとし、定年前再任用短時間勤務職員 り振るものとし、再任用短時間勤務職員及び任
及び任期付短時間勤務職員については、 1 週間 期付短時間勤務職員については、 1 週間ごとの
ごとの期間につき 1 日当たり 7 時間45分を超え 期間につき 1 日当たり 7 時間45分を超えない範
ない範囲内で勤務時間を割り振るものとする。 囲内で勤務時間を割り振るものとする。

第 4 条 略 第 4 条 略
2 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤 2 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤
務時間の割振りを定める場合には、人事委員会 務時間の割振りを定める場合には、人事委員会
規則の定めるところにより、 4 週間ごとの期間 規則の定めるところにより、 4 週間ごとの期間
につき 8 日の週休日（育児短時間勤務職員等に につき 8 日の週休日（育児短時間勤務職員等に
あっては 8 日以上で当該育児短時間勤務等の内 あっては 8 日以上で当該育児短時間勤務等の内
容に従った週休日、定年前再任用短時間勤務職 容に従った週休日、再任用短時間勤務職員及び
員及び任期付短時間勤務職員にあっては 8 日以 任期付短時間勤務職員にあっては 8 日以上の週
上の週休日）を設けなければならない。ただし 休日）を設けなければならない。ただし、職務
、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要（育 の特殊性又は当該公署の特殊の必要（育児短時
児短時間勤務職員等にあっては、当該育児短時 間勤務職員等にあっては、当該育児短時間勤務
間勤務等の内容）により、 4 週間ごとの期間に 等の内容）により、 4 週間ごとの期間につき 8
つき 8 日（育児短時間勤務職員等、定年前再任 日（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務
用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に 職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、 8
あっては、 8 日以上）の週休日を設けることが 日以上）の週休日を設けることが困難である職
困難である職員について、人事委員会と協議し 員について、人事委員会と協議して、人事委員
て、人事委員会規則の定めるところにより、 4 会規則の定めるところにより、 4 週間を超えな
週間を超えない期間につき 1 週間当たり 1 日以 い期間につき 1 週間当たり 1 日以上の割合で週
上の割合で週休日（育児短時間勤務職員等にあ 休日（育児短時間勤務職員等にあっては、 4 週
っては、 4 週間を超えない期間につき 1 週間当 間を超えない期間につき 1 週間当たり 1 日以上
たり 1 日以上の割合で当該育児短時間勤務等の の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従った
内容に従った週休日）を設ける場合には、この 週休日）を設ける場合には、この限りでない。
限りでない。

（年次有給休暇） （年次有給休暇）
第12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休 第12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休

暇とし、その日数は、一の年において、次の各 暇とし、その日数は、一の年において、次の各
号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲 号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲
げる日数とする。 げる日数とする。

次号及び第 3 号に掲げる職員以外の職員 次号及び第 3 号に掲げる職員以外の職員(１) (１)
20日（育児短時間勤務職員等、定年前再任用 20日（育児短時間勤務職員等、再任用短時間
短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に 勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあって
あっては、その者の勤務時間等を考慮し20日 は、その者の勤務時間等を考慮し20日を超え
を超えない範囲内で人事委員会規則で定める ない範囲内で人事委員会規則で定める日数）
日数）
・ 略 ・ 略(２) (３) (２) (３)

2 ・ 3 略 2・ 3 略

（臨時又は非常勤の職員の勤務時間、休暇等） （臨時又は非常勤の職員の勤務時間、休暇等）
第20条 臨時又は非常勤の職員（定年前再任用短 第20条 臨時又は非常勤の職員（再任用短時間勤

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く 務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。）の
。）の勤務時間、休日及び休暇については、第 勤務時間、休日及び休暇については、第 2 条か
2 条から前条までの規定にかかわらず、その職 ら前条までの規定にかかわらず、その職務の性
務の性質等を考慮して、任命権者が別に定める 質等を考慮して、任命権者が別に定める。
。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

2 地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3 年法律第63号）附則第 6 条第 1 項又は第 2 項（これらの

規定を同法附則第 9 条第 3 項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により採用された
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職員は、この条例による改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以下この項において「新条例」

という。）第 2 条第 3 項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例の規定を適用する。

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 をここに公布する。の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第45号

の一部を改正する条例公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

（平成13年和歌山県条例第56号）の一部を次のように改正公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣） （職員の派遣）
第 2条 略 第 2条 略
2 法第 2 条第 1 項に規定する条例で定める職員 2 法第 2 条第 1 項に規定する条例で定める職員
は、次に掲げる職員とする。 は、次に掲げる職員とする。

臨時的に任用される職員その他の法律によ 臨時的に任用される職員その他の法律によ(１) (１)
り任期を定めて任用される職員（地方公務員 り任期を定めて任用される職員（地方公務員
法（昭和25年法律第2 6 1号）第22条の 4 第 1 法（昭和25年法律第2 6 1号）第28条の 4 第 1
項の規定により採用される職員 項若しくは第28条の 5第 1 項又は第28条の 6（次号におい

第 1 項若しくは第 2項の規定により採用されて「定年前再任用短時間勤務職員」という。
を除く。） る職員を除く。））
非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職 非常勤職員（地方公務員法第28条の 4第 1(２) (２)員

を除く。） 項若しくは第28条の 5第 1 項又は第28条の 6
第 1 項若しくは第 2項の規定により採用され
る職員で同法第28条の 5第 1 項に規定する短
時間勤務の職を占めるものを除く。）

・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)
職員の定年等に関する条例第 9条各項の規(５)

定により異動期間（これらの規定により延長
された期間を含む。）を延長された管理監督
職を占める職員

略 略(６) (５)
3 略 3 略

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

2 地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3年法律第63号）附則第 4 条第 1 項若しくは第 2 項（これ

らの規定を同法附則第 9 条第 3 項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第 6 条第 1 項若

しくは第 2 項（これらの規定を同法附則第 9 条第 3 項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により採用された職員は、この条例による改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

（以下この項において「新条例」という。）第 2 条第 2 項第 1 号に規定する定年前再任用短時間勤務職

員とみなして、新条例の規定を適用する。
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一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第46号

一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成14年和歌山県条例第59号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特定業務等短時間勤務職員に対する職員の給 （特定業務等短時間勤務職員に対する職員の給
与条例の適用除外等） 与条例の適用除外等）

第10条 略 第10条 略
2 特定業務等短時間勤務職員に対する職員の給 2 特定業務等短時間勤務職員に対する職員の給
与条例第15条第 2 項及び第17条第 2 項の規定の 与条例第15条第 2 項及び第17条第 2 項の規定の
適用については、職員の給与条例第15条第 2 項 適用については、職員の給与条例第15条第 2 項
及び第17条第 2 項中「定年前再任用短時間勤務 及び第17条第 2 項中「再任用短時間勤務職員」
職員」とあるのは、「特定業務等短時間勤務職 とあるのは、「特定業務等短時間勤務職員」と
員」とする。 する。

附 則

この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

職員の高齢者部分休業に関する条例 をここに公布する。の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第47号

の一部を改正する条例職員の高齢者部分休業に関する条例

（平成16年和歌山県条例第63号）の一部を次のように改正する。職員の高齢者部分休業に関する条例

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（高齢者部分休業） （高齢者部分休業）
第 2条 略 第 2条 略
2 法第26条の 3 第 1 項の条例で定める年齢は、 2 法第26条の 3 第 1 項の条例で定める年齢は、
55歳とする。 職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県

条例第 3号）第 3 条本文に規定する年齢（同条
各号に掲げる職員にあっては、当該各号に定め
る年齢）から 5年を減じた年齢とする。

3 略 3 略

附 則

この条例は、令和 年 月 日から施行する。5 4 1

和歌山県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 をここに公布する。の一部を改正する条例
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令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第48号

の一部を改正する条例和歌山県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

（平成16年和歌山県条例第64号）の一部を次のよ和歌山県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

うに改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（任命権者の報告事項） （任命権者の報告事項）
第 条 前条の規定により人事行政の運営の状況 第 条 前条の規定により人事行政の運営の状況3 3

に関し、任命権者が報告しなければならない事 に関し、任命権者が報告しなければならない事
項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常 項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常
勤職員（法第 条の 第 項に規定する短時間 勤職員（法第 条の 第 項に規定する短時間22 4 1 28 5 1
勤務の職を占める職員及び法第 条の 第 項 勤務の職を占める職員及び法第 条の 第 項22 2 1 22 2 1
第 2 号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同 第 2号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同
じ。）に係る次に掲げる事項とする。 じ。）に係る次に掲げる事項とする。
～ 略 ～ 略(１) (10) (１) (10)

附 則

この条例は、令和 年 月 日から施行する。5 4 1

職員の給料等の臨時特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第49号

職員の給料等の臨時特例に関する条例の一部を改正する条例

職員の給料等の臨時特例に関する条例（平成25年和歌山県条例第35号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の給与に関する条例の特例） （職員の給与に関する条例の特例）
第 1 条 この条例の施行の日から平成26年 3 月31 第 1 条 この条例の施行の日から平成26年 3 月31

日までの間（以下「特例期間」という。）にお 日までの間（以下「特例期間」という。）にお
いては、職員の給与に関する条例（昭和28年和 いては、職員の給与に関する条例（昭和28年和
歌山県条例第51号。以下この条において「職員 歌山県条例第51号。以下この条において「職員
の給与条例」という。）第 8 条第 1 項各号に掲 の給与条例」という。）第 8 条第 1 項各号に掲
げる給料表の適用を受ける職員（職員の給与条 げる給料表の適用を受ける職員（職員の給与条
例第 2 条第 1 項に規定する職員（地方公務員法 例第 2 条第 1 項に規定する職員（地方公務員法
の一部を改正する法律（令和 3 年法律第63号） （昭和25年法律第2 6 1号）第28条の 5 第 1 項の
による改正前の地方公務員法（昭和25年法律第 規定により採用された職員を除く。）をいう。
2 6 1号。以下「令和 5 年旧地方公務員法」とい 以下この条において同じ。）に対する給料月額
う。）第28条の 5 第 1 項の規定により採用され （職員の給与に関する条例の一部を改正する条
た職員を除く。）をいう。以下この条において 例（平成18年和歌山県条例第 6 号）附則第 9 項
同じ。）に対する給料月額（職員の給与に関す から第11項までの規定による給料を支給される
る条例の一部を改正する条例（平成18年和歌山 職員にあっては、当該給料の額を加えた額。以
県条例第 6 号）附則第 9 項から第11項までの規 下この条において同じ。）の支給に当たっては
定による給料を支給される職員にあっては、当 、給料月額から、給料月額に当該職員に適用さ
該給料の額を加えた額。以下この条において同 れる次の表の左欄に掲げる給料表及び同表の中
じ。）の支給に当たっては、給料月額から、給 欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表
料月額に当該職員に適用される次の表の左欄に の右欄に定める割合を乗じて得た額を減ずるも
掲げる給料表及び同表の中欄に掲げる職務の級 のとする。ただし、手当の額及び給料の調整額
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の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める割合 の算出の基礎となる給料月額については、この
を乗じて得た額を減ずるものとする。ただし、 限りでない。
手当の額及び給料の調整額の算出の基礎となる
給料月額については、この限りでない。
表 略 表 略

2 略 2 略

（教育職員の給与に関する条例の特例） （教育職員の給与に関する条例の特例）
第 2 条 特例期間においては、教育職員の給与に 第 2 条 特例期間においては、教育職員の給与に

関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号。以 関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号。以
下「教育職員の給与条例」という。）第 8 条第 下「教育職員の給与条例」という。）第 8 条第
3 項各号に掲げる給料表の適用を受ける職員（ 3 項各号に掲げる給料表の適用を受ける職員（
教育職員の給与条例第 2 条に規定する職員（令 教育職員の給与条例第 2 条に規定する職員（地
和 5 年旧地方公務員法第28条の 5 第 1 項の規定 方公務員法第28条の 5 第 1 項の規定により採用
により採用された職員を除く。）をいう。以下 された職員を除く。）をいう。以下この条にお
この条において同じ。）に対する給料月額（教 いて同じ。）に対する給料月額（教育職員の給
育職員の給与に関する条例の一部を改正する条 与に関する条例の一部を改正する条例（平成18
例（平成18年和歌山県条例第 7 号）附則第 8 項 年和歌山県条例第 7 号）附則第 8 項から第10項
から第10項までの規定による給料を支給される までの規定による給料を支給される職員にあっ
職員にあっては、当該給料の額を加えた額。以 ては、当該給料の額を加えた額。以下この条に
下この条において同じ。）の支給に当たっては おいて同じ。）の支給に当たっては、給料月額
、給料月額から、給料月額に当該職員に適用さ から、給料月額に当該職員に適用される次の表
れる次の表の左欄に掲げる給料表及び同表の中 の左欄に掲げる給料表及び同表の中欄に掲げる
欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表 職務の級の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定
の右欄に定める割合を乗じて得た額を減ずるも める割合を乗じて得た額を減ずるものとする。
のとする。ただし、手当の額、給料の調整額及 ただし、手当の額、給料の調整額及び義務教育
び義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す 諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置
る特別措置に関する条例（昭和46年和歌山県条 に関する条例（昭和46年和歌山県条例第38号）
例第38号）第 3 条第 1 項に規定する教職調整額 第 3 条第 1 項に規定する教職調整額の算出の基
の算出の基礎となる給料月額については、この 礎となる給料月額については、この限りでない
限りでない。 。
表 略 表 略

2 略 2 略

（市町村立学校職員の給与に関する条例の特例 （市町村立学校職員の給与に関する条例の特例
） ）

第 3 条 特例期間においては、市町村立学校職員 第 3 条 特例期間においては、市町村立学校職員
の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第 の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第
53号。以下「市町村立学校職員の給与条例」と 53号。以下「市町村立学校職員の給与条例」と
いう。）第10条第 1 項各号に掲げる給料表の適 いう。）第10条第 1 項各号に掲げる給料表の適
用を受ける職員（市町村立学校職員の給与条例 用を受ける職員（市町村立学校職員の給与条例
第 2 条第 1 項に規定する職員（令和 5 年旧地方 第 2 条第 1 項に規定する職員（地方公務員法第
公務員法第28条の 5 第 1 項の規定により採用さ 28条の 5 第 1 項の規定により採用された職員を
れた職員を除く。）をいう。以下この条におい 除く。）をいう。以下この条において同じ。）
て同じ。）に対する給料月額（市町村立学校職 に対する給料月額（市町村立学校職員の給与に
員の給与に関する条例の一部を改正する条例（ 関する条例の一部を改正する条例（平成18年和
平成18年和歌山県条例第45号）附則第 8 項から 歌山県条例第45号）附則第 8 項から第10項まで
第10項までの規定による給料を支給される職員 の規定による給料を支給される職員にあっては
にあっては、当該給料の額を加えた額。以下こ 、当該給料の額を加えた額。以下この条におい
の条において同じ。）の支給に当たっては、給 て同じ。）の支給に当たっては、給料月額から
料月額から、給料月額に当該職員に適用される 、給料月額に当該職員に適用される次の表の左
次の表の左欄に掲げる給料表及び同表の中欄に 欄に掲げる給料表及び同表の中欄に掲げる職務
掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表の右 の級の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める
欄に定める割合を乗じて得た額を減ずるものと 割合を乗じて得た額を減ずるものとする。ただ
する。ただし、手当の額、給料の調整額及び義 し、手当の額、給料の調整額及び義務教育諸学
務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特 校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関
別措置に関する条例第 3 条第 1 項に規定する教 する条例第 3 条第 1 項に規定する教職調整額の
職調整額の算出の基礎となる給料月額について 算出の基礎となる給料月額については、この限
は、この限りでない。 りでない。
表 略 表 略

2 略 2 略

（警察職員の給与に関する条例の特例） （警察職員の給与に関する条例の特例）
第 4 条 特例期間においては、警察職員の給与に 第 4 条 特例期間においては、警察職員の給与に

関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号。以 関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号。以
下「警察職員の給与条例」という。）第 7 条第 下「警察職員の給与条例」という。）第 7 条第
3 項の給料表の適用を受ける警察官（警察職員 3 項の給料表の適用を受ける警察官（警察職員
の給与条例第 2 条第 2 項に規定する警察官（令 の給与条例第 2 条第 2 項に規定する警察官（地
和 5 年旧地方公務員法第28条の 5 第 1 項の規定 方公務員法第28条の 5 第 1 項の規定により採用
により採用された警察官を除く。）をいう。以 された警察官を除く。）をいう。以下この条に
下この条において同じ。）に対する給料月額（ おいて同じ。）に対する給料月額（警察職員の
警察職員の給与に関する条例の一部を改正する 給与に関する条例の一部を改正する条例（平成
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条例（平成18年和歌山県条例第49号）附則第 9 18年和歌山県条例第49号）附則第 9 項から第11
項から第11項までの規定による給料を支給され 項までの規定による給料を支給される警察官に
る警察官にあっては、当該給料の額を加えた額 あっては、当該給料の額を加えた額。以下この
。以下この条において同じ。）の支給に当たっ 条において同じ。）の支給に当たっては、給料
ては、給料月額から、給料月額に当該警察官に 月額から、給料月額に当該警察官に適用される
適用される次の表の左欄に掲げる給料表及び同 次の表の左欄に掲げる給料表及び同表の中欄に
表の中欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞ 掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表の右
れ同表の右欄に定める割合を乗じて得た額を減 欄に定める割合を乗じて得た額を減ずるものと
ずるものとする。ただし、手当の額及び給料の する。ただし、手当の額及び給料の調整額の算
調整額の算出の基礎となる給料月額については 出の基礎となる給料月額については、この限り
、この限りでない。 でない。
表 略 表 略

2 略 2 略

附 則

この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

をここに公布する。和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第50号

和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

和歌山県の事務処理の特例に関する条例（平成11年和歌山県条例第38号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（市町村が処理する事務の範囲等） （市町村が処理する事務の範囲等）
第 2 条 次の表の左欄に掲げる事務は、それぞれ 第 2 条 次の表の左欄に掲げる事務は、それぞれ

右欄に掲げる市町村が処理することとする。 右欄に掲げる市町村が処理することとする。

事務 市町村 事務 市町村

略 略

33 建築基準法（昭和25年法律第20 略 33 建築基準法（昭和25年法律第20 略
1 号。以下この項において「法」 1 号。以下この項において「法」
という。）、建築基準法施行令（ という。）、建築基準法施行令（
昭和25年政令第3 3 8号。以下この 昭和25年政令第3 3 8号。以下この
項において「施行令」という。） 項において「施行令」という。）
、和歌山県建築基準法施行条例（ 、和歌山県建築基準法施行条例（
平成13年和歌山県条例第23号。以 昭和35年和歌山県条例第31号。以
下この項において「条例」という 下この項において「条例」という
。）並びに法の施行のための規則 。）並びに法の施行のための規則
に基づく事務のうち、次に掲げる に基づく事務のうち、次に掲げる
もの もの
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

法第43条第 2 項、第47条ただ 法第43条第 2 項、第47条ただ(５) (５)
し書、第48条第 1 項ただし書、 し書、第48条第 1 項ただし書、
第 2 項ただし書、第 3 項ただし 第 2 項ただし書、第 3 項ただし
書、第 4 項ただし書、第 5 項た 書、第 4 項ただし書、第 5 項た
だし書、第 6 項ただし書、第 7 だし書、第 6 項ただし書、第 7
項ただし書、第 8 項ただし書、 項ただし書、第 8 項ただし書、
第 9 項ただし書、第10項ただし 第 9 項ただし書、第10項ただし
書、第11項ただし書、第12項た 書、第11項ただし書、第12項た
だし書、第13項ただし書及び第 だし書、第13項ただし書及び第
14項ただし書（法第87条第 2 項 14項ただし書（法第87条第 2 項
及び第 3項並びに第88条第 2 項 及び第 3項並びに第88条第 2 項
においてこれらの規定を準用す においてこれらの規定を準用す
る場合を含む。）、第51条ただ る場合を含む。）、第51条ただ
し書（法第87条第 2 項及び第 3 し書（法第87条第 2 項及び第 3
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項並びに第88条第 2 項において 項並びに第88条第 2 項において
準用する場合を含む。）、第52 準用する場合を含む。）、第52
条第10項、第11項及び第14項、 条第10項、第11項及び第14項、
第53条第 4 項、第 5 項及び第 6 第53条第 4 項、第 5 項及び第 6
項第 3 号、第53条の 2 第 1 項第 項第 3 号、第53条の 2 第 1 項第
3 号及び第 4 号（法第57条の 5 3 号及び第 4 号（法第57条の 5
第 3 項において準用する場合を 第 3 項において準用する場合を
含む。）、第56条の 2 第 1 項た 含む。）、第56条の 2 第 1 項た
だし書、第57条の 4 第 1 項ただ だし書、第57条の 4 第 1 項ただ
し書、第59条第 1 項第 3 号及び し書、第59条第 1 項第 3 号及び
第 4 項、第59条の 2 第 1 項、第 第 4 項、第59条の 2 第 1 項、第
60条の 2 第 1 項第 3 号、第60条 60条の 2 第 1 項第 3 号、第60条
の 3 第 1 項第 3 号及び第 2 項た の 3 第 1 項第 3 号及び第 2 項た
だし書、第67条第 3 項第 2 号、 だし書、第67条第 3 項第 2 号、
第 5 項第 2 号及び第 9 項第 2 号 第 5 項第 2 号及び第 9 項第 2 号
、第68条の 5 の 3 第 2 項、第68 、第68条の 5 の 3 第 2 項、第68
条の 7 第 5 項、第85条第 3 項、 条の 7 第 5 項、第85条第 3 項、
第 6 項及び第 7 項、第86条第 3 第 5 項及び第 6 項、第86条第 3
項及び第 4 項、第86条の 2 第 2 項及び第 4 項、第86条の 2 第 2
項及び第 3 項並びに第87条の 3 項及び第 3 項並びに第87条の 3
第 3 項、第 6項及び第 7 項の規 第 3 項、第 5 項及び第 6 項の規
定による許可に係る知事に提出 定による許可に係る知事に提出
すべき申請書の受理 すべき申請書の受理
～ 略 ～ 略(６) (16) (６) (16)

略 略

37 都市計画法（昭和43年法律第10 略 37 都市計画法（昭和43年法律第10 略
0 号。以下この項から39の項まで 0 号。以下この項から40の項まで
において「法」という。）、都市 において「法」という。）、都市
計画法施行規則（昭和44年建設省 計画法施行規則（昭和44年建設省
令第49号。以下この項及び39の項 令第49号。以下この項及び40の項
において「施行規則」という。） において「施行規則」という。）
及び法の施行のための規則に基づ 及び法の施行のための規則に基づ
く事務のうち、次に掲げるもの く事務のうち、次に掲げるもの

～ 略 ～ 略(１) (11) (１) (11)

略 略

66 児童福祉法（昭和22年法律第16 略 66 児童福祉法（昭和22年法律第16 略
4 号。以下この項及び次項におい 4 号。以下この項及び次項におい
て「法」という。）に基づく事務 て「法」という。）に基づく事務
のうち、次に掲げるもの のうち、次に掲げるもの

～ 略 ～ 略(１) (３) (１) (３)
法第59条第 1 項の規定による 法第59条第 1 項の規定による(４) (４)

報告の徴収、立入調査及び質問 報告の徴収、立入調査及び質問
、同条第 3 項の規定による勧告 、同条第 3 項の規定による勧告
、同条第 4 項の規定による公表 、同条第 4 項の規定による公表
、同条第 5 項の規定による意見 並びに同条第 5 項の規定による
の聴取及び命令、同条第 7 項の 意見の聴取及び命令（保育所及
規定による情報の提供の要求並 び家庭的保育事業等を行う施設
びに同条第 9 項の規定による公 又は事務所に係るものに限る。
表（保育所及び家庭的保育事業 ）
等を行う施設又は事務所に係る
ものに限る。）
・ 略 ・ 略(５) (６) (５) (６)

略 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

和歌山県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日
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和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第51号

和歌山県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

和歌山県特定非営利活動促進法施行条例（平成10年和歌山県条例第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（電磁的方法）
第 2 条の 3 法第14条の 7 第 3 項に規定する電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信
の技術を利用する方法は、規則で定める。

第 2 条の 3 略 第 2 条の 4 略

第21条 略 第21条 略

（情報通信技術を活用した行政の推進等に関す
る法律の適用）

第22条 法第74条に規定する提出、縦覧、通知、
届出、閲覧及び交付（以下この条において「手
続等」と総称する。）を電子情報処理組織（情
報通信技術を活用した行政の推進等に関する法
律（平成14年法律第1 5 1号）第 6 条第 1 項に規
定する電子情報処理組織をいう。）を使用する
方法その他の情報通信技術を利用する方法によ
り行う場合における当該手続等については、和
歌山県情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する条例（平成16年和歌山県条例第50号）第
3 条から第 6 条までに基づき定められた規則等
の規定の例による。

第23条・第24条 略 第22条・第23条 略

附 則

この条例は、令和 4 年12月 1 日から施行する。ただし、第 2 条の 3 を削り、第 2 条の 4 を第 2 条の 3 と

する改正規定は、公布の日から施行する。

をここに公布する。修学資金等の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第52号

修学資金等の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例

修学資金等の返還に係る債務の免除に関する条例（平成 3 年和歌山県条例第24号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

知事は、次の表の左欄に掲げる修学資金、研修 知事は、次の表の左欄に掲げる修学資金、研修
資金又は研究資金（以下「修学資金等」という。 資金又は研究資金（以下「修学資金等」という。
）の貸与を受けた者が同表の中欄に掲げる免除の ）の貸与を受けた者が同表の中欄に掲げる免除の
条件に適合する場合は、それぞれ当該右欄に掲げ 条件に適合する場合は、それぞれ当該右欄に掲げ
るところによりその返還に係る債務を免除するこ るところによりその返還に係る債務を免除するこ
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とができる。 とができる。

修学資金等の種類 免除の条件 免除 修学資金等の種類 免除の条件 免除
の範 の範
囲 囲

略 略

精神 略 略 精神 略 略
科医 科医
師確 師確
保研 保研
究資 究資
金 金

特定 県内にお 医師免許を取 債務(１)
診療 ける産科、 得した後引き続 の全
科医 精神科又は き県内の公的医 部
師確 小児科（以 療機関、医師法
保修 下この項に 第16条の 2 第 1
学資 おいて「特 項に規定する病
金 定診療科」 院のうち知事が

という。） 指定するものそ
の診療に従 の他知事が特に
事する医師 認める医療機関
の確保及び （以下この項に
充実を図る おいて「県内公
ため、和歌 的医療機関等」
山県立医科 という。）にお
大学におい いて医業に従事
て医学を履 した期間（研修
修する課程 等を受けた期間
に在学する を含む。以下こ
学生で、県 の項において「
内の医療法 業務従事期間」
第 5 条の 2 という。）が、
第 1 項に規 修学資金の貸与
定する医師 を受けた期間の
の確保を特 2 分の 3 に相当
に図るべき する期間（当該
区域に所在 期間が 9 年に満
する医療機 たないときは、
関等であっ 9 年とする。）
て、規則で に達し、かつ、
定めるもの 当該期間の 2 分
（以下この の 1 以上の期間
項において が、知事が指定
「地域派遣 する地域派遣対
対象医療機 象医療機関に勤
関」という 務し、特定診療
。）で勤務 科の診療に従事
し、特定診 した期間である
療科の診療 とき。ただし、
に従事しよ 災害、疾病その
うとする者 他やむを得ない
に対して貸 事由が生じたと
与する修学 きは、当該事由
資金 が存続する間は

、県内公的医療
機関等において
引き続き医業に
従事し、又は研
修等を受けるこ
とを要しないも
のとする。

業務従事期間(２)
中に業務上の理
由により死亡し
、又は医業若し
くは研修等に起
因する心身の故
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障のため、県内
公的医療機関等
において医業又
は研修等を継続
することができ
なくなったとき
。

前号に該当す 債務(３)
る場合を除くほ の全
か、死亡その他 部又
やむを得ない理 は一
由により、貸与 部
を受けた修学資
金を返還するこ
とが困難である
と認められると
き。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第53号

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和42年和歌山県条例第19号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給与の種類） （給与の種類）
第 2 条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地 第 2 条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地

方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第22条の 方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第28条の
4 第 1 項に規定する短時間勤務の職を占めるも 5 第 1 項に規定する短時間勤務の職を占めるも
の（以下「職員」という。）の給与の種類は、 の（以下「職員」という。）の給与の種類は、
給料及び手当とする。 給料及び手当とする。

2 ・ 3 略 2 ・ 3 略

（定年前再任用短時間勤務職員等についての適 （再任用職員等についての適用除外）
用除外）

第22条 第 6 条、第 6 条の 3 、第 7 条の 2 及び第 第22条 第 6 条、第 6 条の 3 、第 7 条の 2 及び第
16条の規定は、地方公務員法第22条の 4 第 1 項 16条の規定は、地方公務員法第28条の 4 第 1 項
又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用 若しくは第28条の 5 第 1 項又は地方公共団体の
に関する法律第 5 条の規定により採用された職 一般職の任期付職員の採用に関する法律第 5 条
員には適用しない。 の規定により採用された職員には適用しない。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）
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2 第 6 条、第 6 条の 3 、第 7 条の 2 及び第16条の規定は、地方公務員法の一部を改正する法律（令和 3

年法律第63号）附則第 4 条第 1 項若しくは第 2 項又は第 6 条第 1 項若しくは第 2 項の規定により採用さ

れた職員には適用しない。

和歌山県建築基準法施行条例 をここに公布する。の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第54号

の一部を改正する条例和歌山県建築基準法施行条例

和歌山県建築基準法施行条例（平成13年和歌山県条例第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特定の建築物に対する適用除外） （特定の建築物に対する適用除外）
第16条 次に掲げる建築物については、第 5条か 第16条 次に掲げる建築物については、第 5条か

ら第14条までの規定は、適用しない。 ら第14条までの規定は、適用しない。
法第85条第 6 項又は第 7 項の規定による許 法第85条第 5項又は第 6 項の規定による許(１) (１)

可を受けた建築物 可を受けた建築物
略 略(２) (２)
法第87条の 3第 6 項又は第 7 項の規定によ 法第87条の 3第 5 項又は第 6 項の規定によ(３) (３)

る許可を受けた建築物 る許可を受けた建築物

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

をここに公布する。教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第55号

教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

教育職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（初任給、昇格及び降格の基準） （初任給、昇格及び降格の基準）
第 9 条 略 第 9条 略
2 地方公務員法第22条の 4 第 3 項に規定する定 2 地方公務員法第28条の 4 第 1 項又は第28条の
年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任 5 第 1 項の規定により採用された職員（以下「
用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、 再任用職員」という。）の給料月額は、その者
当該定年前再任用短時間勤務職員に適用される に適用される給料表の再任用職員の欄に掲げる
給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲 給料月額のうち、その者の属する職務の級に応
げる基準給料月額のうち、前条第 2項の規定に じた額とする。
より当該定年前再任用短時間勤務職員の属する
職務の級に応じた額に、勤務時間条例第 2 条第
3 項の規定により定められた当該定年前再任用
短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定
する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と
する。
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第 9 条の 2 地方公務員法第28条の 5第 1 項に規
定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再
任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は
、前条第 2項の規定にかかわらず、この規定に
よる給料月額に、勤務時間条例第 2条第 3 項の
規定により定められたその者の勤務時間を同条
第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗
じて得た額とする。

（昇給の基準） （昇給の基準）
第10条 職員の昇給は、人事委員会規則で定める 第10条 職員の昇給は、人事委員会規則で定める

日に、同日前 1 年間における当該職員の勤務成 日に、同日前 1 年間におけるその者の勤務成績
績に応じて、行うものとする。 に応じて、行うものとする。

2 略 2 略
3 前項の規定にかかわらず、55歳を超える職員 3 前項の規定にかかわらず、55歳を超える職員
の昇給は、第 1 項に規定する期間における当該 の昇給は、第 1 項に規定する期間におけるその
職員の勤務成績が極めて良好である場合又は特 者の勤務成績が極めて良好である場合又は特に
に良好である場合に限り行うものとし、昇給さ 良好である場合に限り行うものとし、昇給させ
せる場合の昇給の号給数は、人事委員会規則で る場合の昇給の号給数は、人事委員会規則で定
定める基準に従い決定するものとする。 める基準に従い決定するものとする。

4 略 4 略
5 職員が生命の危険をおかして職務を遂行し、 5 職員が生命の危険をおかして職務を遂行し、
そのために危篤となり、若しくは心身に著しい そのために危篤となり、若しくは心身に著しい
障害を有することとなったとき又は任命権者が 障害を有することとなったとき又は任命権者が
別に定める事由に該当するときは、第 1 項から 別に定める事由に該当するときは、第 1 項から
第 3項までの規定にかかわらず、人事委員会規 第 3項までの規定にかかわらず、人事委員会規
則で定めるところにより、昇給させることがで 則の定めるところにより、昇給させることがで
きる。 きる。

6・ 7 略 6・ 7 略

（給料の調整額） （給料の調整額）
第10条の 2 次の各号に掲げる職員については、 第10条の 2 次の各号に掲げる職員については、

その職務の特殊性を考慮し、当該職員について その職務の特殊性を考慮し、その者について定
定められる号給の額又はその給料月額の1 0 0分 められる号給の額又はその給料月額の1 0 0分の
の25を超えない範囲内において、人事委員会規 25を超えない範囲内において、人事委員会規則
則で定めるところに従い、給料月額につき適正 の定めるところに従い、給料月額につき適正な
な調整額を定めることができる。 調整額を定めることができる。
・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

（産業教育手当） （産業教育手当）
第15条 農業、工業若しくは農業実習又は工業実 第15条 農業、工業若しくは農業実習又は工業実

習の教諭普通免許状又は助教諭の免許状を有す 習の教諭普通免許状又は助教諭の免許状を有す
る副校長、教頭、主幹教諭、教諭、助教諭又は る副校長、教頭、主幹教諭、教諭、助教諭又は
講師（以下この項において「副校長等」という 講師が、農業又は工業に関する課程において、
。）が、農業又は工業に関する課程において、 実習を伴う農業又は工業の科目を主として担任
実習を伴う農業又は工業の科目を主として担任 する場合には、その者に対し、教育委員会規則
する場合には、当該副校長等に対し、教育委員 の定めるところにより、その者の給料月額の10
会規則で定めるところにより、当該副校長等の 0分の 5 （定時制通信教育手当を受ける者にあ
給料月額の1 0 0分の 5 （定時制通信教育手当を っては1 0 0分の 3 ）に相当する額を超えない範
受ける者にあっては1 0 0分の 3 ）に相当する額 囲内において、産業教育手当を支給する。
を超えない範囲内において、産業教育手当を支
給する。

2 前項に規定する農業又は工業の課程において 2 前項に規定する農業又は工業の課程において
、教育委員会規則で定める実習助手（以下この 、教育委員会規則で定める実習助手が、実習を
項において「実習助手」という。）が、実習を 伴う農業又は工業に関する科目について、教諭
伴う農業又は工業に関する科目について、教諭 の職務を助ける場合には、その者に対し、前項
の職務を助ける場合には、当該実習助手に対し の規定の例により、産業教育手当を支給する。
、前項の規定の例により、産業教育手当を支給
する。

（管理職手当） （管理職手当）
第15条の 2 校長並びに副校長及び教頭並びに管 第15条の 2 校長並びに副校長及び教頭並びに管

理又は監督の職にある主幹教諭及び教諭のうち 理又は監督の職にある主幹教諭及び教諭のうち
人事委員会が指定するもの（以下この項におい 人事委員会が指定するものには、その職務の特
て「指定職員」という。）には、その職務の特 殊性に基づき、その者の属する職務の級におけ
殊性に基づき、当該指定職員の属する職務の級 る最高の号給の給料月額の1 0 0分の16に相当す
における最高の号給の給料月額の1 0 0分の16に る額を超えない範囲内において人事委員会規則
相当する額を超えない範囲内において人事委員 の定めるところにより、管理職手当を支給する
会規則で定めるところにより、管理職手当を支 。
給する。

2 略 2 略
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（通勤手当） （通勤手当）
第15条の 3 次に掲げる職員には、通勤手当を支 第15条の 3 次に掲げる職員には、通勤手当を支

給する。 給する。
通勤のため交通機関又は有料の道路（以下 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下(１) (１)

この項、次項及び第 4 項において「交通機関 「交通機関等」という。）を利用してその運
等」という。）を利用してその運賃又は料金 賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負
（以下この項、次項及び第 4 項において「運 担することを常例とする職員（交通機関等を
賃等」という。）を負担することを常例とす 利用しなければ通勤することが著しく困難で
る職員（交通機関等を利用しなければ通勤す ある職員以外の職員であって交通機関等を利
ることが著しく困難である職員以外の職員で 用しないで徒歩により通勤するものとした場
あって交通機関等を利用しないで徒歩により 合の通勤距離が片道 2キロメートル未満であ
通勤するものとした場合の通勤距離が片道 2 るもの及び第 3号に掲げる職員を除く。）
キロメートル未満であるもの及び第 3 号に掲
げる職員を除く。）

通勤のため自転車その他の交通の用具で人 通勤のため自転車その他の交通の用具で人(２) (２)
事委員会規則で定めるもの（以下この項、次 事委員会規則で定めるもの（以下「自転車等
項及び第 7 項において「自転車等」という。 」という。）を使用することを常例とする職
）を使用することを常例とする職員（自転車 員（自転車等を使用しなければ通勤すること
等を使用しなければ通勤することが著しく困 が著しく困難である職員以外の職員であって
難である職員以外の職員であって自転車等を 自転車等を使用しないで徒歩により通勤する
使用しないで徒歩により通勤するものとした ものとした場合の通勤距離が片道 2キロメー
場合の通勤距離が片道 2キロメートル未満で トル未満であるもの及び次号に掲げる職員を
あるもの及び次号に掲げる職員を除く。） 除く。）

略 略(３) (３)
2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区 2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区
分に応じ、当該各号に定める額（定年前再任用 分に応じ、当該各号に定める額（再任用短時間
短時間勤務職員、修学部分休業職員（地方公務 勤務職員、修学部分休業職員（地方公務員法第
員法第26条の 2 第 1 項の規定による承認を受け 26条の 2第 1 項の規定による承認を受けた職員
た職員をいう。）及び高齢者部分休業職員（地 をいう。）及び高齢者部分休業職員（地方公務
方公務員法第26条の 3 第 1 項の規定による承認 員法第26条の 3第 1 項の規定による承認を受け
を受けた職員をいう。）のうち、支給単位期間 た職員をいう。）のうち、支給単位期間当たり
当たりの通勤回数を考慮して人事委員会規則で の通勤回数を考慮して人事委員会規則で定める
定める職員に係る第 2 号に定める額にあっては 職員に係る第 2号に定める額にあっては、その
、その額から、その額に人事委員会規則で定め 額から、その額に人事委員会規則で定める割合
る割合を乗じて得た額を減じた額）とする。 を乗じて得た額を減じた額）とする。

前項第 1 号に掲げる職員 支給単位期間に 前項第 1 号に掲げる職員 支給単位期間に(１) (１)
つき、人事委員会規則で定めるところにより つき、人事委員会規則で定めるところにより
算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要 算出したその者の支給単位期間の通勤に要す
する運賃等の額に相当する額（以下この号及 る運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相
び第 4 項において「運賃等相当額」という。 当額」という。）。ただし、運賃等相当額を
）。ただし、運賃等相当額を支給単位期間の 支給単位期間の月数で除して得た額（以下「
月数で除して得た額（以下この号において「 1 箇月当たりの運賃等相当額」という。）が
1 箇月当たりの運賃等相当額」という。）が 5万5,000円を超えるときは、支給単位期間
5万5,000円を超えるときは、支給単位期間 につき、 5万5,000円に支給単位期間の月数
につき、 5万5,000円に支給単位期間の月数 を乗じて得た額（その者が 2以上の交通機関
を乗じて得た額（当該職員が 2以上の交通機 等を利用するものとして当該運賃等の額を算
関等を利用するものとして当該運賃等の額を 出する場合において、 1 箇月当たりの運賃等
算出する場合において、 1 箇月当たりの運賃 相当額の合計額が 5万5,000円を超えるとき
等相当額の合計額が 5万5,000円を超えると は、その者の通勤手当に係る支給単位期間の
きは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期 うち最も長い支給単位期間につき、 5万5,00
間のうち最も長い支給単位期間につき、 5万 0円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た
5,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて 額）
得た額）

前項第 2号に掲げる職員 次に掲げる職員 前項第 2号に掲げる職員 次に掲げる職員(２) (２)
の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞ の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞ
れ次に定める額 れ次に定める額
ア 略 ア 略
イ 自動車（人事委員会規則で定めるものに イ 自動車（人事委員会規則で定めるものに

限る。イにおいて同じ。）を使用する職員 限る。以下同じ。）を使用する職員（自動
（自動車を使用し、かつ、自動車以外のも 車を使用し、かつ、自動車以外のものを使
のを使用する職員を含む。） 用する職員を含む。）

～ 略 ～ 略(ア) (オ) (ア) (オ)
略 略(３) (３)

3 略 3 略
4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる職員のうち 4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる職員のうち
、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国 、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国
道その他の交通機関等（以下この項において「 道その他の交通機関等（以下「新幹線鉄道等」
新幹線鉄道等」という。）でその利用が人事委 という。）でその利用が人事委員会規則で定め
員会規則で定める基準に照らして通勤事情の改 る基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資
善に相当程度資するものであると認められるも するものであると認められるものを利用し、そ
のを利用し、その利用に係る特別料金等（その の利用に係る特別料金等（その利用に係る運賃
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利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出 等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運
の基礎となる運賃等に相当する額を減じた額を 賃等に相当する額を減じた額をいう。以下同じ
いう。以下この項において同じ。）を負担する 。）を負担することを常例とするものの通勤手
ことを常例とするものの通勤手当の額は、前 2 当の額は、前 2項の規定にかかわらず、次の各
項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤 号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に
手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする 定める額とする。
。

新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期 新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期(１) (１)
間につき、人事委員会規則で定めるところに 間につき、人事委員会規則で定めるところに
より算出した当該職員の支給単位期間の通勤 より算出したその者の支給単位期間の通勤に
に要する特別料金等の額の 2分の 1 に相当す 要する特別料金等の額の 2分の 1 に相当する
る額。ただし、当該額を支給単位期間の月数 額。ただし、当該額を支給単位期間の月数で
で除して得た額（以下この号において「 1 箇 除して得た額（以下「 1 箇月当たりの特別料
月当たりの特別料金等 2分の 1 相当額」とい 金等 2分の 1 相当額」という。）が 4 万5,00
う。）が 4 万5,000円を超えるときは、支給 0円を超えるときは、支給単位期間につき、
単位期間につき、 4万5,000円に支給単位期 4万5,000円に支給単位期間の月数を乗じて
間の月数を乗じて得た額（当該職員が 2以上 得た額（その者が 2以上の新幹線鉄道等を利
の新幹線鉄道等を利用するものとして当該特 用するものとして当該特別料金等の額を算出
別料金等の額を算出する場合において、 1 箇 する場合において、 1 箇月当たりの特別料金
月当たりの特別料金等 2分の 1 相当額の合計 等 2分の 1 相当額の合計額が 4 万5,000円を
額が 4 万5,000円を超えるときは、当該職員 超えるときは、その者の新幹線鉄道等に係る
の新幹線鉄道等に係る通勤手当に係る支給単 通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い
位期間のうち最も長い支給単位期間につき、 支給単位期間につき、 4万5,000円に当該支
4万5,000円に当該支給単位期間の月数を乗 給単位期間の月数を乗じて得た額）
じて得た額）

略 略(２) (２)
5 ～ 8 略 5～ 8 略

（初任給調整手当） （初任給調整手当）
第15条の 4 特殊な専門的知識を必要とし、かつ 第15条の 4 特殊な専門的知識を必要とし、かつ

、採用による欠員の補充について特別の事情が 、採用による欠員の補充について特別の事情が
あると認められる職で人事委員会規則で定める あると認められる職で人事委員会規則で定める
ものに新たに採用された職員には、月額2,500 ものに新たに採用された職員には、月額2,500
円を超えない範囲内の額を、採用の日から 5年 円を超えない範囲内の額を、採用の日から 5年
以内の期間、採用の日から 1 年を経過するごと 以内の期間、採用の日から 1 年を経過するごと
に人事委員会規則で定めるところによりその額 に人事委員会規則の定めるところによりその額
を減じて、初任給調整手当として支給する。 を減じて、初任給調整手当として支給する。

2・ 3 略 2・ 3 略

（定時制通信教育手当） （定時制通信教育手当）
第16条の 2 高等学校で、学校教育法（昭和22年 第16条の 2 高等学校で、学校教育法（昭和22年

法律第26号）第53条に規定する定時制の課程（ 法律第26号）第53条に規定する定時制の課程（
以下この条において「定時制の課程」という。 以下この条において「定時制の課程」という。
）又は同法第54条に規定する通信制の課程（以 ）又は同法第54条に規定する通信制の課程（以
下この条において「通信制の課程」という。） 下この条において「通信制の課程」という。）
を置くものの職員のうち、次の各号のいずれか を置くものの職員のうち、次の各号のいずれか
に該当するものには、当該職員の給料月額の10 に該当するものには、その者の給料月額の1 0 0
0 分の 5（管理職手当を受ける者にあっては、 分の 5（管理職手当を受ける者にあっては、そ
その職務の複雑、困難及び責任の度合による区 の職務の複雑、困難及び責任の度合による区分
分に応じ、1 0 0分の 4 を超えない範囲内におい に応じ、1 0 0分の 4 を超えない範囲内において
て、教育委員会がそれぞれ定める割合）に相当 、教育委員会がそれぞれ定める割合）に相当す
する額を超えない範囲内において、定時制通信 る額を超えない範囲内において、定時制通信教
教育手当を支給する。 育手当を支給する。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

定時制の課程で行う教育を本務として夜間 定時制の課程で行う教育を本務として夜間(５) (５)
における教育に従事し、又は本務として通信 における教育に従事し、又は本務として通信
制の課程で行う教育に従事する教諭、養護教 制の課程で行う教育に従事する教諭、養護教
諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の 諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の
者及び地方公務員法第22条の 4第 1 項に規定 者及び地方公務員法第28条の 5第 1 項の規定
する短時間勤務の職を占める者に限る。）及 する短時間勤務の職を占める者に限る。）及
び教育委員会規則で定める実習助手 び教育委員会規則で定める実習助手

（超過勤務手当） （超過勤務手当）
第17条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ 第17条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ

とを命ぜられた職員には、その勤務の全時間に とを命ぜられた職員には、その勤務の全時間に
対して、勤務 1 時間につき第 6 条に定める勤務 対して、勤務 1 時間につき第 6 条に定める勤務
1 時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超え 1 時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超え
てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ
1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で 1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で
人事委員会規則で定める割合（その勤務が午後 人事委員会規則で定める割合（その勤務が午後
10時から翌日の午前 5時までの間である場合に 10時から翌日の午前 5時までの間である場合は
は、その割合に1 0 0分の25を加算した割合）を 、その割合に1 0 0分の25を加算した割合）を乗
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乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。 じて得た額を超過勤務手当として支給する。
・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

2 定年前再任用短時間勤務職員が、正規の勤務 2 再任用短時間勤務職員が、正規の勤務時間が
時間が割り振られた日において、正規の勤務時 割り振られた日において、正規の勤務時間を超
間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間と えてした勤務のうち、その勤務の時間とその勤
その勤務をした日における正規の勤務時間との 務をした日における正規の勤務時間との合計が
合計が 7 時間45分に達するまでの間の勤務に対 7 時間45分に達するまでの間の勤務に対する前
する前項の規定の適用については、同項中「正 項の規定の適用については、同項中「正規の勤
規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区 務時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応
分に応じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0ま
1 5 0までの範囲内で人事委員会規則で定める割 での範囲内で人事委員会規則で定める割合」と
合」とあるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。 あるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。

3 略 3 略
4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ 4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務 られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第 3条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規 時間条例第 3条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規
定に基づく週休日における勤務のうち人事委員 定に基づく週休日における勤務のうち人事委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次 会規則で定めるものを除く。以下この条におい
項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第 て同じ。）の時間及び勤務時間条例第 5条の規
5条の規定により勤務時間を割り振られ、割振 定により勤務時間を割り振られ、割振り変更前
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ の正規の勤務時間を超えて割り振られた勤務時
た勤務時間中にした勤務の時間（人事委員会規 間中にした勤務の時間（人事委員会規則で定め
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に る時間を除く。以下この条において同じ。）の
おいて同じ。）の合計時間数が 1 箇月について 合計時間数が 1 箇月について60時間を超えた職
60時間を超えた職員には、その60時間を超えて 員には、その60時間を超えて勤務した全時間に
勤務した全時間に対して、第 1 項及び前項の規 対して、第 1 項（第 2項の規定により読み替え
定にかかわらず、勤務 1 時間につき、第 6条に て適用する場合を含む。）及び前項の規定にか
規定する勤務 1 時間当たりの給与額に次の各号 かわらず、勤務 1 時間につき、第 6条に規定す
に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定める る勤務 1 時間当たりの給与額に次の各号に掲げ
割合を乗じて得た額を超過勤務手当として支給 る時間の区分に応じ、当該各号に定める割合を
する。 乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。

正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)
1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5） 1 7 5）

略 略(２) (２)
5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超 5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超
勤代休時間を指定された場合において、当該超 勤代休時間を指定された場合において、当該超
勤代休時間に職員が勤務しなかったときは、前 勤代休時間に職員が勤務しなかったときは、前
項に規定する60時間を超えて勤務した全時間の 項に規定する60時間を超えて勤務した全時間の
うち当該超勤代休時間の指定に代えられた超過 うち当該超勤代休時間の指定に代えられた超過
勤務手当の支給に係る時間に対しては、当該時 勤務手当の支給に係る時間に対しては、当該時
間 1 時間につき、第 6条に規定する勤務 1 時間 間 1 時間につき、第 6条に規定する勤務 1 時間
当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区分 当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区分
に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額 に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額
の超過勤務手当を支給することを要しない。 の超過勤務手当を支給することを要しない。

正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)
1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5）から第 1項に規定する人事委員会規 1 7 5）から第 1項に規定する人事委員会規則
則で定める割合（その時間が午後10時から翌 で定める割合（その時間が午後10時から翌日
日の午前 5時までの間である場合には、その の午前 5時までの間である場合は、その割合
割合に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた割合
割合

略 略(２) (２)
6 略 6 略

（期末手当） （期末手当）
第19条 略 第19条 略
2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、1 0 0分 2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、1 0 0分
の1 2 0を乗じて得た額に、基準日以前 6 箇月以 の1 2 0を乗じて得た額に、基準日以前 6 箇月以
内の期間における当該職員の次の各号に掲げる 内の期間におけるその者の次の各号に掲げる在
在職期間の区分に応じ、当該各号に定める割合 職期間の区分に応じ、当該各号に定める割合を
を乗じて得た額とする。 乗じて得た額とする。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の 3 再任用職員に対する前項の規定の適用につい
規定の適用については、同項中「1 0 0分の1 2 0 ては、同項中「1 0 0分の1 2 0」とあるのは、「
」とあるのは、「1 0 0分の67.5」とする。 1 0 0分の67.5」とする。

4 ～ 6 略 4 ～ 6 略

（勤勉手当） （勤勉手当）
第20条 勤勉手当は、 6月 1 日及び12月 1 日（以 第20条 勤勉手当は、 6月 1 日及び12月 1 日（以
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下この項から第 3 項までにおいてこれらの日を 下この条においてこれらの日を「基準日」とい
「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員 う。）にそれぞれ在職する職員に対し、基準日
に対し、基準日以前 6箇月以内の期間における 以前 6箇月以内の期間におけるその者の勤務成
当該職員の勤務成績に応じて、それぞれ基準日 績に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事
の属する月の人事委員会規則で定める日に支給 委員会規則で定める日に支給する。これらの基
する。これらの基準日前 1 箇月以内に退職し、 準日前 1 箇月以内に退職し、又は死亡した職員
又は死亡した職員で人事委員会規則で定めるも で人事委員会規則で定めるものについても、同
のについても、同様とする。 様とする。

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権 2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権
者が人事委員会規則で定める基準に従って定め 者が人事委員会規則で定める基準に従って定め
る割合を乗じて得た額とする。この場合におい る割合を乗じて得た額とする。この場合におい
て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その
者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごと 者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごと
の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超え の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超え
てはならない。 てはならない。

前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務 前項の職員のうち再任用職員以外の職員(１) (１)
職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ
に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職 ぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した
し、又は死亡した職員にあっては、退職し、 職員にあっては、退職し、又は死亡した日現
又は死亡した日現在。次項において同じ。） 在。次項において同じ。）において受けるべ
において受けるべき扶養手当の月額及びこれ き扶養手当の月額及びこれに対する地域手当
に対する地域手当の月額の合計額を加算した の月額の合計額を加算した額に1 0 0分の95を
額に1 0 0分の95を乗じて得た額の総額 乗じて得た額の総額

前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用(２) (２)
職員 当該定年前再任用短時間勤務職員の勤 職員の勤勉手当基礎額に1 0 0分の45を乗じて
勉手当基礎額に1 0 0分の45を乗じて得た額の 得た額の総額
総額

3～ 5 略 3～ 5 略

（義務教育等教員特別手当） （義務教育等教員特別手当）
第20条の 2 高等学校、特別支援学校及び中学校 第20条の 2 高等学校、特別支援学校及び中学校

に勤務する職員には、月額8,000円を超えない に勤務する職員には、月額8,000円を超えない
範囲内で、職務の級及び号給（定年前再任用短 範囲内で、職務の級及び号給（再任用職員にあ
時間勤務職員にあっては、職務の級）の別に応 っては、職務の級）の別に応じて、人事委員会
じて、人事委員会規則で定めるところにより、 規則の定めるところにより、義務教育等教員特
義務教育等教員特別手当を支給する。 別手当を支給する。

2 略 2 略

（適用除外） （適用除外）
第21条の 2 第 9 条第 1 項、第10条、第11条、第 第21条の 2 第14条、第14条の 3、第14条の 4 、

14条、第14条の 3、第14条の 4 、第15条の 4、 第15条の 4、第16条の 3 から第16条の 5 まで及
第16条の 3 から第16条の 5 まで及び前条の規定 び前条の規定は、再任用職員には適用しない。
は、定年前再任用短時間勤務職員には適用しな
い。

附 則 附 則
（経過規定） （経過規定）

3 この条例施行の際、この条例の規定に相当す 3 この条例施行の際、この条例の規定に相当す
る従前の規定に基づいて行われた決定及び手続 る従前の規定に基づいてなされた決定及び手続
は、この条例の相当規定に基づいて行われたも は、この条例の相当規定に基づいてなされたも
のとみなす。 のとみなす。

4 略 4 略

11 略 11 略

（特定日以後の給料月額の特例措置）
12 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60

歳に達した日後における最初の 4月 1 日（附則
第14項において「特定日」という。）以後、当
該職員に適用される給料表の給料月額のうち、
第 8 条の 2 第 2 項の規定により当該職員の属す
る職務の級並びに第 9 条第 1 項、第10条第 2 項
及び第 3 項並びに第11条の規定により当該職員
の受ける号給に応じた額に1 0 0分の70を乗じて
得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたと
きはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端
数を生じたときはこれを1 0 0円に切り上げるも
のとする。）とする。

13 前項の規定は、臨時的に任用される職員その
他の法律により任期を定めて任用される職員及
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び非常勤職員には適用しない。

14 地方公務員法第28条の 2 第 4 項に規定する他
の職への降任等をされた職員であって、当該他
の職への降任等をされた日（以下この項及び附
則第16項において「異動日」という。）の前日
から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員
のうち、特定日に附則第12項の規定により当該
職員の受ける給料月額（以下この項において「
特定日給料月額」という。）が異動日の前日に
当該職員が受けていた給料月額に1 0 0分の70を
乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生
じたときはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未
満の端数を生じたときはこれを1 0 0円に切り上
げるものとする。以下この項において「基礎給
料月額」という。）に達しないこととなる職員
（人事委員会規則で定める職員を除く。）には
、当分の間、特定日以後、附則第12項の規定に
より当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給
料月額と特定日給料月額との差額に相当する額
を給料として支給する。

15 前項の規定による給料の額と当該給料を支給
される職員の受ける給料月額との合計額が第 8
条の 2 第 2 項の規定により当該職員の属する職
務の級における最高の号給の給料月額を超える
場合における前項の規定の適用については、同
項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とある
のは、「第 8 条の 2 第 2 項の規定により当該職
員の属する職務の級における最高の号給の給料
月額と当該職員の受ける給料月額」とする。

16 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受
ける職員（附則第12項の規定の適用を受ける職
員に限り、附則第14項に規定する職員を除く。
）であって、同項の規定による給料を支給され
る職員との権衡上必要があると認められる職員
には、当分の間、当該職員の受ける給料月額の
ほか、人事委員会規則で定めるところにより、
前 2 項の規定に準じて算出した額を給料として
支給する。

17 附則第14項又は前項の規定による給料を支給
される職員以外の附則第12項の規定の適用を受
ける職員であって、任用の事情を考慮して当該
給料を支給される職員との権衡上必要があると
認められる職員には、当分の間、当該職員の受
ける給料月額のほか、人事委員会規則で定める
ところにより、前 3 項の規定に準じて算出した
額を給料として支給する。

18 附則第14項又は前 2 項の規定による給料を支
給される職員に対する第19条第 5 項（第20条第
4 項において準用する場合を含む。）の規定の
適用については、第19条第 5 項の規定中「給料
月額」とあるのは、「給料月額と附則第14項、
第16項又は第17項の規定による給料の額との合
計額」とする。

19 附則第12項から前項までに定めるもののほか
、附則第12項の規定による給料月額、附則第14
項の規定による給料その他附則第12項から前項
までの規定の施行に関し必要な事項は、人事委
員会規則で定める。

別表第 2再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表

再任用職員の欄を次のように改める。
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定 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

年

前 円 円 円 円 円

再

任

用

短

時 234,000 274,300 303,000 331,100 415,200

間

勤

務

職

員

別表第 3再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表

再任用職員の欄を次のように改める。

定 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

年

前 円 円 円 円 円

再

任

用

短

時 225,200 271,100 298,100 324,400 405,200

間

勤

務

職

員

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（勤務延長職員に関する経過措置）

2 この条例による改正後の教育職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」という。）附則第12項か

ら第19項までの規定は、職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42

号。次項において「定年条例改正条例」という。）附則第 3 項の規定により勤務している職員には適用

しない。

（暫定再任用職員に関する経過措置）

3 暫定再任用職員（定年条例改正条例附則第 9項に規定する暫定再任用職員をいう。以下同じ。）（定

年条例改正条例による改正後の職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第 3号）第12条に規

定する短時間勤務の職を占める暫定再任用職員（第 5項及び第 6 項において「暫定再任用短時間勤務職

員」という。）を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該暫定再任用職員が新

給与条例第 9 条第 2 項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」
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という。）であるものとした場合に適用される第 8 条第 3 項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤

務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、第 8 条の 2 第 2 項の規定により当該暫定再任用職員の属する

職務の級に応じた額とする。

4 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第1 1 0号）第10条第 1 項に規定する育児短時間

勤務をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、

「に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7年和歌山県条例第 6 号）第 2 条第 2 項の規定によ

り定められた当該暫定再任用職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする」とする。

5 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務

職員であるものとした場合に適用される第 8 条第 3 項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員

の欄に掲げる基準給料月額のうち、第 8 条の 2 第 2 項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属

する職務の級に応じた額に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7年和歌山県条例第 6 号）第

2 条第 3 項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

6 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第15条の 3第 2

項及び第17条第 2 項の規定を適用する。

7 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第19条第 3 項及び第20の 2

第 1 項の規定を適用する。

8 新給与条例第20条第 1 項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合における勤勉手当の額の同条第 2 項

各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第 1 号中「定年前

再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び職員の定年等に関する条例の一

部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42号）附則第 9項に規定する暫定再任用職員（次号におい

て「暫定再任用職員」という。）」と、同項第 2 号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定

年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。

9 第 9 条第 1 項、第10条第 2 項、第 4 項、第 6 項及び第 7 項、第11条、第14条、第14条の 3 、第14条の

4 、第16条の 3 から第16条の 5 まで並びに第21条並びに新給与条例第10条第 1 項、第 3項及び第 5項並

びに第15条の 4 の規定は、暫定再任用職員には適用しない。

10 第 2 項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項は、人事委員会規則で定

める。

をここに公布する。市町村立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第56号

市町村立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第53号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（初任給、昇格及び降格の基準） （初任給、昇格及び降格の基準）
第11条 略 第11条 略
2 地方公務員法第22条の 4 第 3 項に規定する定 2 地方公務員法第28条の 4 第 1 項又は第28条の
年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任 5 第 1 項の規定により採用された職員（以下「
用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、 再任用職員」という。）の給料月額は、その者
当該定年前再任用短時間勤務職員に適用される に適用される給料表の再任用職員の欄に掲げる
給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲 給料月額のうち、その者の属する職務の級に応
げる基準給料月額のうち、前条第 2項の規定に じた額とする。
より当該定年前再任用短時間勤務職員の属する
職務の級に応じた額に、勤務時間条例第 2 条第
3 項の規定により定められた当該定年前再任用
短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定
する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と
する。

第11条の 2 地方公務員法第28条の 5 第 1 項に規
定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再
任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は
、前条第 2項の規定にかかわらず、この規定に
よる給料月額に、勤務時間条例第 2条第 3 項の
規定により定められたその者の勤務時間を同条
第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗
じて得た額とする。

（昇給の基準） （昇給の基準）
第12条 職員の昇給は、教育委員会規則で定める 第12条 職員の昇給は、教育委員会規則で定める

日に、同日前 1 年間における当該職員の勤務成 日に、同日前 1 年間におけるその者の勤務成績
績に応じて、行うものとする。 に応じて、行うものとする。

2 略 2 略
3 前項の規定にかかわらず、55歳を超える職員 3 前項の規定にかかわらず、55歳を超える職員
の昇給は、第 1 項に規定する期間における当該 の昇給は、第 1 項に規定する期間におけるその
職員の勤務成績が極めて良好である場合又は特 者の勤務成績が極めて良好である場合又は特に
に良好である場合に限り行うものとし、昇給さ 良好である場合に限り行うものとし、昇給させ
せる場合の昇給の号給数は、教育委員会規則で る場合の昇給の号給数は、教育委員会規則で定
定める基準に従い決定するものとする。 める基準に従い決定するものとする。

4 略 4 略
5 職員が生命の危険をおかして職務を遂行し、 5 職員が生命の危険をおかして職務を遂行し、
そのために危篤となり、若しくは心身に著しい そのために危篤となり、若しくは心身に著しい
障害を有することとなったとき又は任命権者が 障害を有することとなったとき又は任命権者が
別に定める事由に該当するときは、第 1 項から 別に定める事由に該当するときは、第 1 項から
第 3項までの規定にかかわらず、教育委員会規 第 3項までの規定にかかわらず、教育委員会規
則で定めるところにより、昇給させることがで 則の定めるところにより、昇給させることがで
きる。 きる。

6・ 7 略 6・ 7 略

（給料の調整額） （給料の調整額）
第12条の 2 職員のうち、学校教育法（昭和22年 第12条の 2 職員のうち、学校教育法（昭和22年

法律第26号）第81条に定める特別支援学級を担 法律第26号）第81条に定める特別支援学級を担
当し、又は学校教育法施行規則（昭和22年文部 当し、又は学校教育法施行規則（昭和22年文部
省令第11号）第1 4 0条に定める特別の教育課程 省令第11号）第1 4 0条に定める特別の教育課程
の授業を担任する教育職員であって、特別支援 の授業を担任する教育職員であって、特別支援
教育に直接従事することを本務とするもの（以 教育に直接従事することを本務とするものにつ
下この条において「特別支援教育従事者」とい いては、その職務の特殊性を考慮し、その者に
う。）については、その職務の特殊性を考慮し ついて定められる号給の額又は給料月額の1 0 0
、当該特別支援教育従事者について定められる 分の 8を超えない範囲内において、教育委員会
号給の額又は給料月額の1 0 0分の 8を超えない が人事委員会と協議して定めるところにより、
範囲内において、教育委員会が人事委員会と協 給料月額につき適正な調整額を定めることがで
議して定めるところにより、給料月額につき適 きる。
正な調整額を定めることができる。

（超過勤務手当） （超過勤務手当）
第17条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ 第17条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ

とを命ぜられた学校栄養職員等には、その勤務 とを命ぜられた学校栄養職員等には、その勤務
の全時間に対して、勤務 1 時間につき第 8条に の全時間に対して、勤務 1 時間につき第 8条に
定める勤務 1 時間当たりの給与額に正規の勤務 定める勤務 1 時間当たりの給与額に正規の勤務
時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じ 時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じ
てそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0まで てそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0まで
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の範囲内で教育委員会規則で定める割合（その の範囲内で教育委員会規則で定める割合（その
勤務が午後10時から翌日の午前 5時までの間で 勤務が午後10時から翌日の午前 5時までの間で
ある場合には、その割合に1 0 0分の25を加算し ある場合は、その割合に1 0 0分の25を加算した
た割合）を乗じて得た額を超過勤務手当として 割合）を乗じて得た額を超過勤務手当として支
支給する。 給する。
・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

2 定年前再任用短時間勤務職員が、正規の勤務 2 再任用短時間勤務職員が、正規の勤務時間が
時間が割り振られた日において、正規の勤務時 割り振られた日において、正規の勤務時間を超
間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間と えてした勤務のうち、その勤務の時間とその勤
その勤務をした日における正規の勤務時間との 務をした日における正規の勤務時間との合計が
合計が 7時間45分に達するまでの間の勤務に対 7時間45分に達するまでの間の勤務に対する前
する前項の規定の適用については、同項中「正 項の規定の適用については、同項中「正規の勤
規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区 務時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応
分に応じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0ま
1 5 0までの範囲内で教育委員会規則で定める割 での範囲内で教育委員会規則で定める割合」と
合」とあるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。 あるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。

3 略 3 略
4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ 4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務 られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第 3条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規 時間条例第 3条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規
定に基づく週休日における勤務のうち教育委員 定に基づく週休日における勤務のうち教育委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次 会規則で定めるものを除く。以下この条におい
項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第 て同じ。）の時間及び勤務時間条例第 5条の規
5条の規定により勤務時間を割り振られ、割振 定により勤務時間を割り振られ、割振り変更前
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ の正規の勤務時間を超えて割り振られた勤務時
た勤務時間中にした勤務の時間（教育委員会規 間中にした勤務の時間（教育委員会規則で定め
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に る時間を除く。以下この条において同じ。）の
おいて同じ。）の合計時間数が 1 箇月について 合計時間数が 1 箇月について60時間を超えた学
60時間を超えた学校栄養職員等には、その60時 校栄養職員等には、その60時間を超えて勤務し
間を超えて勤務した全時間に対して、第 1 項及 た全時間に対して、第 1 項（第 2項の規定によ
び前項の規定にかかわらず、勤務 1 時間につき り読み替えて適用する場合を含む。）及び前項
、第 8条に規定する勤務 1 時間当たりの給与額 の規定にかかわらず、勤務 1 時間につき、第 8
に次の各号に掲げる時間の区分に応じ、当該各 条に規定する勤務 1 時間当たりの給与額に次の
号に定める割合を乗じて得た額を超過勤務手当 各号に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定
として支給する。 める割合を乗じて得た額を超過勤務手当として

支給する。
正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)

1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5） 1 7 5）

略 略(２) (２)
5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超 5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超
勤代休時間を指定された場合において、当該超 勤代休時間を指定された場合において、当該超
勤代休時間に学校栄養職員等が勤務しなかった 勤代休時間に学校栄養職員等が勤務しなかった
ときは、前項に規定する60時間を超えて勤務し ときは、前項に規定する60時間を超えて勤務し
た全時間のうち当該超勤代休時間の指定に代え た全時間のうち当該超勤代休時間の指定に代え
られた超過勤務手当の支給に係る時間に対して られた超過勤務手当の支給に係る時間に対して
は、当該時間 1 時間につき、第 8条に規定する は、当該時間 1 時間につき、第 8条に規定する
勤務 1 時間当たりの給与額に次の各号に掲げる 勤務 1 時間当たりの給与額に次の各号に掲げる
時間の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗 時間の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗
じて得た額の超過勤務手当を支給することを要 じて得た額の超過勤務手当を支給することを要
しない。 しない。

正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)
1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5）から第 1 項に規定する教育委員会規 1 7 5）から第 1 項に規定する教育委員会規則
則で定める割合（その時間が午後10時から翌 で定める割合（その時間が午後10時から翌日
日の午前 5時までの間である場合には、その の午前 5時までの間である場合は、その割合
割合に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた割合
割合

略 略(２) (２)
6 略 6 略

（管理職手当） （管理職手当）
第17条の 2 第 2 条第 1 項各号に掲げる職員のう 第17条の 2 第 2 条第 1 項各号に掲げる職員のう

ち、校長並びに副校長及び教頭（以下この条に ち、校長並びに副校長及び教頭については、そ
おいて「校長等」という。）については、その の職務の特殊性に基づき、その者の属する職務
職務の特殊性に基づき、当該校長等の属する職 の級における最高の号給の給料月額の1 0 0分の
務の級における最高の号給の給料月額の1 0 0分 16に相当する額を超えない範囲内において、教
の16に相当する額を超えない範囲内において、 育委員会が人事委員会と協議して定めるところ
教育委員会が人事委員会と協議して定めるとこ により、管理職手当を支給する。
ろにより、管理職手当を支給する。
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（通勤手当） （通勤手当）
第17条の 3 次に掲げる職員には、通勤手当を支 第17条の 3 次に掲げる職員には、通勤手当を支

給する。 給する。
通勤のため交通機関又は有料の道路（以下 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下(１) (１)

この項、次項及び第 4 項において「交通機関 「交通機関等」という。）を利用してその運
等」という。）を利用してその運賃又は料金 賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負
（以下この項、次項及び第 4 項において「運 担することを常例とする職員（交通機関等を
賃等」という。）を負担することを常例とす 利用しなければ通勤することが著しく困難で
る職員（交通機関等を利用しなければ通勤す ある職員以外の職員であって交通機関等を利
ることが著しく困難である職員以外の職員で 用しないで徒歩により通勤するものとした場
あって交通機関等を利用しないで徒歩により 合の通勤距離が片道 2キロメートル未満であ
通勤するものとした場合の通勤距離が片道 2 るもの及び第 3号に掲げる職員を除く。）
キロメートル未満であるもの及び第 3号に掲
げる職員を除く。）

通勤のため自転車その他の交通の用具で教 通勤のため自転車その他の交通の用具で教(２) (２)
育委員会規則で定めるもの（以下この項、次 育委員会規則で定めるもの（以下「自転車等
項及び第 7 項において「自転車等」という。 」という。）を使用することを常例とする職
）を使用することを常例とする職員（自転車 員（自転車等を使用しなければ通勤すること
等を使用しなければ通勤することが著しく困 が著しく困難である職員以外の職員であって
難である職員以外の職員であって自転車等を 自転車等を使用しないで徒歩により通勤する
使用しないで徒歩により通勤するものとした ものとした場合の通勤距離が片道 2キロメー
場合の通勤距離が片道 2 キロメートル未満で トル未満であるもの及び次号に掲げる職員を
あるもの及び次号に掲げる職員を除く。） 除く。）

略 略(３) (３)
2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区 2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区
分に応じ、当該各号に定める額（定年前再任用 分に応じ、当該各号に定める額（再任用短時間
短時間勤務職員、修学部分休業職員（地方公務 勤務職員、修学部分休業職員（地方公務員法第
員法第26条の 2第 1 項の規定による承認を受け 26条の 2第 1 項の規定による承認を受けた職員
た職員をいう。）及び高齢者部分休業職員（地 をいう。）及び高齢者部分休業職員（地方公務
方公務員法第26条の 3第 1 項の規定による承認 員法第26条の 3第 1 項の規定による承認を受け
を受けた職員をいう。）のうち、支給単位期間 た職員をいう。）のうち、支給単位期間当たり
当たりの通勤回数を考慮して教育委員会規則で の通勤回数を考慮して教育委員会規則で定める
定める職員に係る第 2号に定める額にあっては 職員に係る第 2号に定める額にあっては、その
、その額から、その額に教育委員会規則で定め 額から、その額に教育委員会規則で定める割合
る割合を乗じて得た額を減じた額）とする。 を乗じて得た額を減じた額）とする。

前項第 1号に掲げる職員 支給単位期間に 前項第 1号に掲げる職員 支給単位期間に(１) (１)
つき、教育委員会規則で定めるところにより つき、教育委員会規則で定めるところにより
算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要 算出したその者の支給単位期間の通勤に要す
する運賃等の額に相当する額（以下この号及 る運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相
び第 4 項において「運賃等相当額」という。 当額」という。）。ただし、運賃等相当額を
）。ただし、運賃等相当額を支給単位期間の 支給単位期間の月数で除して得た額（以下「
月数で除して得た額（以下この号において「 1箇月当たりの運賃等相当額」という。）が
1箇月当たりの運賃等相当額」という。）が 5万5,000円を超えるときは、支給単位期間
5万5,000円を超えるときは、支給単位期間 につき、 5万5,000円に支給単位期間の月数
につき、 5万5,000円に支給単位期間の月数 を乗じて得た額（その者が 2以上の交通機関
を乗じて得た額（当該職員が 2以上の交通機 等を利用するものとして当該運賃等の額を算
関等を利用するものとして当該運賃等の額を 出する場合において、 1 箇月当たりの運賃等
算出する場合において、 1 箇月当たりの運賃 相当額の合計額が 5万5,000円を超えるとき
等相当額の合計額が 5万5,000円を超えると は、その者の通勤手当に係る支給単位期間の
きは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期 うち最も長い支給単位期間につき、 5万5,00
間のうち最も長い支給単位期間につき、 5万 0円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た
5,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて 額）
得た額）

前項第 2号に掲げる職員 次に掲げる職員 前項第 2号に掲げる職員 次に掲げる職員(２) (２)
の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞ の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞ
れ次に定める額 れ次に定める額
ア 略 ア 略
イ 自動車（教育委員会規則で定めるものに イ 自動車（教育委員会規則で定めるものに

限る。イにおいて同じ。）を使用する職員 限る。以下同じ。）を使用する職員（自動
（自動車を使用し、かつ、自動車以外のも 車を使用し、かつ、自動車以外のものを使
のを使用する職員を含む。） 用する職員を含む。）

～ 略 ～ 略(ア) (オ) (ア) (オ)
略 略(３) (３)

3 略 3 略
4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる職員のうち 4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる職員のうち
、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国 、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国
道その他の交通機関等（以下この項において「 道その他の交通機関等（以下「新幹線鉄道等」
新幹線鉄道等」という。）でその利用が教育委 という。）でその利用が教育委員会規則で定め
員会規則で定める基準に照らして通勤事情の改 る基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資
善に相当程度資するものであると認められるも するものであると認められるものを利用し、そ
のを利用し、その利用に係る特別料金等（その の利用に係る特別料金等（その利用に係る運賃
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利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出 等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運
の基礎となる運賃等に相当する額を減じた額を 賃等に相当する額を減じた額をいう。以下同じ
いう。以下この項において同じ。）を負担する 。）を負担することを常例とするものの通勤手
ことを常例とするものの通勤手当の額は、前 2 当の額は、前 2項の規定にかかわらず、次の各
項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤 号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に
手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする 定める額とする。
。

新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期 新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期(１) (１)
間につき、教育委員会規則で定めるところに 間につき、教育委員会規則で定めるところに
より算出した当該職員の支給単位期間の通勤 より算出したその者の支給単位期間の通勤に
に要する特別料金等の額の 2分の 1 に相当す 要する特別料金等の額の 2分の 1 に相当する
る額。ただし、当該額を支給単位期間の月数 額。ただし、当該額を支給単位期間の月数で
で除して得た額（以下この号において「 1 箇 除して得た額（以下「 1 箇月当たりの特別料
月当たりの特別料金等 2分の 1 相当額」とい 金等 2分の 1 相当額」という。）が 4 万5,00
う。）が 4 万5,0 0 0円を超えるときは、支給 0円を超えるときは、支給単位期間につき、
単位期間につき、 4万5,000円に支給単位期 4万5,000円に支給単位期間の月数を乗じて
間の月数を乗じて得た額（当該職員が 2以上 得た額（その者が 2以上の新幹線鉄道等を利
の新幹線鉄道等を利用するものとして当該特 用するものとして当該特別料金等の額を算出
別料金等の額を算出する場合において、 1 箇 する場合において、 1 箇月当たりの特別料金
月当たりの特別料金等 2分の 1 相当額の合計 等 2分の 1 相当額の合計額が 4万5,000円を
額が 4万5,000円を超えるときは、当該職員 超えるときは、その者の新幹線鉄道等に係る
の新幹線鉄道等に係る通勤手当に係る支給単 通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い
位期間のうち最も長い支給単位期間につき、 支給単位期間につき、 4万5,000円に当該支
4万5,000円に当該支給単位期間の月数を乗 給単位期間の月数を乗じて得た額）
じて得た額）

略 略(２) (２)
5 ～ 8 略 5～ 8 略

（初任給調整手当） （初任給調整手当）
第17条の 4 特殊な専門的知識を必要とし、かつ 第17条の 4 特殊な専門的知識を必要とし、かつ

、採用による欠員の補充について特別の事情が 、採用による欠員の補充について特別の事情が
あると認められる職で教育委員会規則で定める あると認められる職で教育委員会規則で定める
ものに新たに採用された職員には、月額2,500 ものに新たに採用された職員には、月額2,500
円を超えない範囲内の額を、採用の日から 5年 円を超えない範囲内の額を、採用の日から 5年
以内の期間、採用の日から 1年を経過するごと 以内の期間、採用の日から 1年を経過するごと
に教育委員会規則で定めるところによりその額 に教育委員会規則の定めるところによりその額
を減じて、初任給調整手当として支給する。 を減じて、初任給調整手当として支給する。

2・ 3 略 2・ 3 略

（定時制通信教育手当） （定時制通信教育手当）
第18条の 2 次の各号のいずれかに該当する職員 第18条の 2 次の各号のいずれかに該当する職員

には、当該職員の給料月額の1 0 0分の 5 （管理 には、その者の給料月額の1 0 0分の 5 （管理職
職手当を受ける者にあっては、その職務の複雑 手当を受ける者にあっては、その職務の複雑、
、困難及び責任の度合による区分に応じ、1 0 0 困難及び責任の度合による区分に応じ、1 0 0分
分の 4 を超えない範囲内において、教育委員会 の 4 を超えない範囲内において、教育委員会が
がそれぞれ定める割合）に相当する額を超えな それぞれ定める割合）に相当する額を超えない
い範囲内において、定時制通信教育手当を支給 範囲内において、定時制通信教育手当を支給す
する。 る。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

定時制の課程の授業を担任する教員（定時 定時制の課程の授業を担任する教員（定時(５) (５)
制課程の教育を本務として夜間における教育 制課程の教育を本務として夜間における教育
に従事する教諭、助教諭及び講師（常時勤務 に従事する教諭、助教諭及び講師（常時勤務
の者及び地方公務員法第22条の 4第 1 項に規 の者及び地方公務員法第28条の 5第 1 項に規
定する短時間勤務の職を占める者に限る。） 定する短時間勤務の職を占める者に限る。）
に限る。） に限る。）

（義務教育等教員特別手当） （義務教育等教員特別手当）
第21条の 2 小学校、中学校、義務教育学校又は 第21条の 2 小学校、中学校、義務教育学校又は

高等学校に勤務する教育職員には、月額8,000 高等学校に勤務する教育職員には、月額8,000
円を超えない範囲内で、職務の級及び号給（定 円を超えない範囲内で、職務の級及び号給（再
年前再任用短時間勤務職員にあっては、職務の 任用職員にあっては、職務の級）の別に応じて
級）の別に応じて、教育委員会規則で定めると 、教育委員会規則の定めるところにより、義務
ころにより、義務教育等教員特別手当を支給す 教育等教員特別手当を支給する。
る。

2 略 2 略

（適用除外） （適用除外）
第22条の 2 第11条第 1 項、第12条、第13条、第 第22条の 2 第16条、第16条の 3、第16条の 4 、

16条、第16条の 3、第16条の 4 、第17条の 4 、 第17条の 4 、第18条の 3から第18条の 5 まで、
第18条の 3から第18条の 5 まで、第20条及び前 第20条及び前条の規定は、再任用職員には適用
条の規定は、定年前再任用短時間勤務職員には しない。
適用しない。
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附 則 附 則
（経過規定） （経過規定）

2 この条例施行の際、この条例の規定に相当す 2 この条例施行の際、この条例の規定に相当す
る従前の規定に基づいて行われた決定及び手続 る従前の規定に基づいてなされた決定及び手続
は、この条例の相当規定に基づいて行われたも は、この条例の相当規定に基づいてなされたも
のとみなす。 のとみなす。

3 略 3 略

10 略 10 略

（特定日以後の給料月額の特例措置）
11 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60

歳に達した日後における最初の 4 月 1 日（附則
第13項において「特定日」という。）以後、当
該職員に適用される給料表の給料月額のうち、
第10条の 2 第 2 項の規定により当該職員の属す
る職務の級並びに第11条第 1 項、第12条第 2 項
及び第 3 項並びに第13条の規定により当該職員
の受ける号給に応じた額に1 0 0分の70を乗じて
得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたと
きはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端
数を生じたときはこれを1 0 0円に切り上げるも
のとする。）とする。

12 前項の規定は、臨時的に任用される職員その
他の法律により任期を定めて任用される職員及
び非常勤職員には適用しない。

13 地方公務員法第28条の 2 第 4 項に規定する他
の職への降任等をされた職員であって、当該他
の職への降任等をされた日（以下この項及び附
則第15項において「異動日」という。）の前日
から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員
のうち、特定日に附則第11項の規定により当該
職員の受ける給料月額（以下この項において「
特定日給料月額」という。）が異動日の前日に
当該職員が受けていた給料月額に1 0 0分の70を
乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生
じたときはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未
満の端数を生じたときはこれを1 0 0円に切り上
げるものとする。以下この項において「基礎給
料月額」という。）に達しないこととなる職員
（教育委員会規則で定める職員を除く。）には
、当分の間、特定日以後、附則第11項の規定に
より当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給
料月額と特定日給料月額との差額に相当する額
を給料として支給する。

14 前項の規定による給料の額と当該給料を支給
される職員の受ける給料月額との合計額が第10
条の 2 第 2 項の規定により当該職員の属する職
務の級における最高の号給の給料月額を超える
場合における前項の規定の適用については、同
項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とある
のは、「第10条の 2 第 2 項の規定により当該職
員の属する職務の級における最高の号給の給料
月額と当該職員の受ける給料月額」とする。

15 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受
ける職員（附則第11項の規定の適用を受ける職
員に限り、附則第13項に規定する職員を除く。
）であって、同項の規定による給料を支給され
る職員との権衡上必要があると認められる職員
には、当分の間、当該職員の受ける給料月額の
ほか、教育委員会規則で定めるところにより、
前 2 項の規定に準じて算出した額を給料として
支給する。

16 附則第13項又は前項の規定による給料を支給
される職員以外の附則第11項の規定の適用を受
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ける職員であって、任用の事情を考慮して当該
給料を支給される職員との権衡上必要があると
認められる職員には、当分の間、当該職員の受
ける給料月額のほか、教育委員会規則で定める
ところにより、前 3 項の規定に準じて算出した
額を給料として支給する。

17 附則第11項から前項までに定めるもののほか
、附則第11項の規定による給料月額、附則第13
項の規定による給料その他附則第11項から前項
までの規定の施行に関し必要な事項は、教育委
員会規則で定める。

別表第 1再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表

再任用職員の欄を次のように改める。

定 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

年

前 円 円 円 円 円

再

任

用

短

時 225,200 271,100 298,100 324,400 405,200

間

勤

務

職

員

別表第 2再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表

再任用職員の欄を次のように改める。

定 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

年

前 円 円 円 円 円

再

任

用

短

時 234,000 274,300 303,000 331,100 415,200

間

勤

務

職

員

別表第 3再任用職員以外の職員の欄中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表

再任用職員の欄を次のように改める。

定 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

年
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前 円 円 円 円 円

再

任

用

短

時 188,700 215,300 243,500 256,900 282,100

間

勤

務

職

員

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（勤務延長職員に関する経過措置）

2 この条例による改正後の市町村立学校職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」という。）附則

第11項から第17項までの規定の適用については、教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（

令和4年和歌山県条例第55号）附則第 2項の規定の例による。

（暫定再任用職員に関する経過措置）

3 暫定再任用職員（職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42号。

以下この項において「定年条例改正条例」という。）附則第 9項に規定する暫定再任用職員をいう。以

下同じ。）（定年条例改正条例による改正後の職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第 3

号）第12条に規定する短時間勤務の職を占める暫定再任用職員（第 5項及び第 6 項において「暫定再任

用短時間勤務職員」という。）を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該暫定

再任用職員が新給与条例第11条第 2 項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（第 5項及び第 6 項にお

いて「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適用される第10条第 3 項に規

定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、第10条の 2 第 2 項の規

定により当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。

4 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第1 1 0号）第10条第 1 項に規定する育児短時間

勤務をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、

「に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7年和歌山県条例第 6 号）第 2 条第 2 項の規定によ

り定められた当該暫定再任用職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする」とする。

5 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務

職員であるものとした場合に適用される第10条第 3 項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員

の欄に掲げる基準給料月額のうち、第10条の 2 第 2 項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属

する職務の級に応じた額に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7年和歌山県条例第 6 号）第

2 条第 3 項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する
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勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

6 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第17条第 2 項及

び第17条の 3第 2 項の規定を適用する。

7 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第21の 2第 1 項の規定を適

用する。

8 第11条第 1 項、第12条第 2 項、第 4 項、第 6 項及び第 7 項、第13条、第16条、第16条の 3 、第16条の

4 、第18条の 3 から第18条の 5まで、第20条並びに第22条並びに新給与条例第12条第 1 項、第 3項及び

第 5項並びに第17条の 4 の規定は、暫定再任用職員には適用しない。

9 第 2 項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項は、教育委員会規則で定

める。

義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例 をここに公の一部を改正する条例

布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第57号

の一部を改正する条例義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

（昭和46年和歌山県条例第38号）義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）
第 2条 略 第 2条 略
2 この条例において「教育職員」とは、校長、 2 この条例において「教育職員」とは、校長、
副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄 副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄
養教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務 養教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務
の者及び地方公務員法第22条の 4 第 1 項に規定 の者及び地方公務員法第28条の 5 第 1 項に規定
する短時間勤務の職を占める者に限る。）、実 する短時間勤務の職を占める者に限る。）、実
習助手及び寄宿舎指導員をいう。 習助手及び寄宿舎指導員をいう。

付 則 付 則
（施行期日）

1 この条例は、昭和47年 1月 1 日から施行する この条例は、昭和47年 1月 1 日から施行する。
。

（教職調整額の支給額の特例措置）
2 教育職員の給与条例附則第14項、第16項又は
第17項の規定による給料を支給される職員に対
する第 3 条第 1 項の規定の適用については、同
項の規定中「給料月額」とあるのは、「給料月
額と教育職員の給与条例附則第14項、第16項又
は第17項の規定による給料の額との合計額」と
する。

3 市町村立学校職員の給与条例附則第13項、第
15項又は第16項の規定による給料を支給される
職員に対する第 3 条第 1 項の規定の適用につい
ては、同項の規定中「給料月額」とあるのは、
「給料月額と市町村立学校職員の給与条例附則
第13項、第15項又は第16項の規定による給料の
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額との合計額」とする。

附 則

この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第58号

の一部を改正する条例警察職員の給与に関する条例

（ ）の一部を次のように改正する。警察職員の給与に関する条例 昭和29年和歌山県条例第21号

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（初任給、昇格、降格等の基準） （初任給、昇格、降格等の基準）
第 8 条 略 第 8 条 略
2 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第22 2 地方公務員法第28条の 4第 1 項又は第28条の
条の 4 第 3 項に規定する定年前再任用短時間勤 5第 1 項の規定により採用された警察官（以下
務職員である警察官（以下「定年前再任用短時 「再任用警察官」という。）の給料月額は、そ
間勤務警察官」という。）の給料月額は、当該 の者に適用される給料表の再任用警察官の欄に
定年前再任用短時間勤務警察官に適用される給 掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の
料表の定年前再任用短時間勤務警察官の欄に掲 級に応じた額とする。
げる基準給料月額のうち、前条第 2 項の規定に
より当該定年前再任用短時間勤務警察官の属す
る職務の級に応じた額に、勤務時間条例第 2 条
第 3 項の規定により定められた当該定年前再任
用短時間勤務警察官の勤務時間を同条第 1 項に
規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た
額とする。

第 8条の 2 地方公務員法第28条の 5 第 1 項に規
定する短時間勤務の職を占める警察官（以下「
再任用短時間勤務警察官」という。）の給料月
額は、前条第 2項の規定にかかわらず、この規
定による給料月額に、勤務時間条例第 2条第 3
項の規定により定められたその者の勤務時間を
同条第 1項に規定する勤務時間で除して得た数
を乗じて得た額とする。

（昇給の基準） （昇給の基準）
第 9条 警察官の昇給は、人事委員会規則で定め 第 9条 警察官の昇給は、人事委員会規則で定め

る日に、同日前 1年間における当該警察官の勤 る日に、同日前 1年間におけるその者の勤務成
務成績に応じて、行うものとする。 績に応じて、行うものとする。

2 略 2 略
3 前項の規定にかかわらず、55歳を超える警察 3 前項の規定にかかわらず、55歳を超える警察
官の昇給は、第 1項に規定する期間における当 官の昇給は、第 1項に規定する期間におけるそ
該警察官の勤務成績が極めて良好である場合又 の者の勤務成績が極めて良好である場合又は特
は特に良好である場合に限り行うものとし、昇 に良好である場合に限り行うものとし、昇給さ
給させる場合の昇給の号給数は、人事委員会規 せる場合の昇給の号給数は、人事委員会規則で
則で定める基準に従い決定するものとする。 定める基準に従い決定するものとする。

4 略 4 略
5 警察官が生命の危険をおかして職務を遂行し 5 警察官が生命の危険をおかして職務を遂行し
、そのために危篤となり、若しくは心身に著し 、そのために危篤となり、若しくは心身に著し
い障害を有することとなったとき又は任命権者 い障害を有することとなったとき又は任命権者
が別に定める事由に該当するときは、第 1項か が別に定める事由に該当するときは、第 1項か
ら第 3項までの規定にかかわらず、人事委員会 ら第 3項までの規定にかかわらず、人事委員会
規則で定めるところにより、昇給させることが 規則の定めるところにより、昇給させることが
できる。 できる。

6・ 7 略 6・ 7 略

（給料の調整額） （給料の調整額）
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第 9条の 2 警察官の平常の勤務が、当該警察官 第 9条の 2 警察官の平常の勤務が、その者の属
の属する職務の級と同じ職務の級に属する同種 する職務の級と同じ職務の級に属する同種の職
の職務を行う警察官の平常の勤務に比して著し 務を行う警察官の平常の勤務に比して著しく危
く危険、困難又は不健康な勤務その他これらに 険、困難又は不健康な勤務その他これらに準ず
準ずる特殊な勤務であって、かつ、その特殊性 る特殊な勤務であって、かつ、その特殊性がそ
がその職を職務の級にあてはめるに際して考慮 の職を職務の級にあてはめるに際して考慮され
されていないために、当該警察官について定め ていないために、その者について定められる号
られる号給又は給料月額が適当でないと認めら 給又は給料月額が適当でないと認められるとき
れるときは、その特殊性に応じ、その号給の額 は、その特殊性に応じ、その号給の額又はその
又はその給料月額の1 0 0分の25を超えない範囲 給料月額の1 0 0分の25を超えない範囲内におい
内において、人事委員会規則で定めるところに て、人事委員会規則で定めるところに従い、給
従い、給料月額につき適正な調整額を定めるこ 料月額につき適正な調整額を定めることができ
とができる。 る。

（通勤手当） （通勤手当）
第13条 次に掲げる警察官には、通勤手当を支給 第13条 次に掲げる警察官には、通勤手当を支給

する。 する。
通勤のため交通機関又は有料の道路（以下 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下(１) (１)

この項、次項及び第 4 項において「交通機関 「交通機関等」という。）を利用してその運
等」という。）を利用してその運賃又は料金 賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負
（以下この項、次項及び第 4 項において「運 担することを常例とする警察官（交通機関等
賃等」という。）を負担することを常例とす を利用しなければ通勤することが著しく困難
る警察官（交通機関等を利用しなければ通勤 である警察官以外の警察官であって交通機関
することが著しく困難である警察官以外の警 等を利用しないで徒歩により通勤するものと
察官であって交通機関等を利用しないで徒歩 した場合の通勤距離が片道 2キロメートル未
により通勤するものとした場合の通勤距離が 満であるもの及び第 3号に掲げる警察官を除
片道 2キロメートル未満であるもの及び第 3 く。）
号に掲げる警察官を除く。）

通勤のため自転車その他の交通の用具で人 通勤のため自転車その他の交通の用具で人(２) (２)
事委員会規則で定めるもの（以下この項、次 事委員会規則で定めるもの（以下「自転車等
項及び第 7 項において「自転車等」という。 」という。）を使用することを常例とする警
）を使用することを常例とする警察官（自転 察官（自転車等を使用しなければ通勤するこ
車等を使用しなければ通勤することが著しく とが著しく困難である警察官以外の警察官で
困難である警察官以外の警察官であって自転 あって自転車等を使用しないで徒歩により通
車等を使用しないで徒歩により通勤するもの 勤するものとした場合の通勤距離が片道 2キ
とした場合の通勤距離が片道 2キロメートル ロメートル未満であるもの及び次号に掲げる
未満であるもの及び次号に掲げる警察官を除 警察官を除く。）
く。）

略 略(３) (３)
2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる警察官の 2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる警察官の
区分に応じ、当該各号に定める額（定年前再任 区分に応じ、当該各号に定める額（再任用短時
用短時間勤務警察官、修学部分休業警察官（地 間勤務警察官、修学部分休業警察官（地方公務
方公務員法第26条の 2第 1 項の規定による承認 員法第26条の 2第 1 項の規定による承認を受け
を受けた警察官をいう。）及び高齢者部分休業 た警察官をいう。）及び高齢者部分休業警察官
警察官（地方公務員法第26条の 3第 1 項の規定 （地方公務員法第26条の 3第 1 項の規定による
による承認を受けた警察官をいう。）のうち、 承認を受けた警察官をいう。）のうち、支給単
支給単位期間当たりの通勤回数を考慮して人事 位期間当たりの通勤回数を考慮して人事委員会
委員会規則で定める警察官に係る第 2号に定め 規則で定める警察官に係る第 2号に定める額に
る額にあっては、その額から、その額に人事委 あっては、その額から、その額に人事委員会規
員会規則で定める割合を乗じて得た額を減じた 則で定める割合を乗じて得た額を減じた額）と
額）とする。 する。

前項第 1号に掲げる警察官 支給単位期間 前項第 1号に掲げる警察官 支給単位期間(１) (１)
につき、人事委員会規則で定めるところによ につき、人事委員会規則で定めるところによ
り算出した当該警察官の支給単位期間の通勤 り算出したその者の支給単位期間の通勤に要
に要する運賃等の額に相当する額（以下この する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等
号及び第 4 項において「運賃等相当額」とい 相当額」という。）。ただし、運賃等相当額
う。）。ただし、運賃等相当額を支給単位期 を支給単位期間の月数で除して得た額（以下
間の月数で除して得た額（以下この号におい 「 1箇月当たりの運賃等相当額」という。）
て「 1箇月当たりの運賃等相当額」という。 が 5万5,000円を超えるときは、支給単位期
）が 5万5,000円を超えるときは、支給単位 間につき、 5万5,000円に支給単位期間の月
期間につき、 5万5,000円に支給単位期間の 数を乗じて得た額（その者が 2以上の交通機
月数を乗じて得た額（当該警察官が 2以上の 関等を利用するものとして当該運賃等の額を
交通機関等を利用するものとして当該運賃等 算出する場合において、 1箇月当たりの運賃
の額を算出する場合において、 1箇月当たり 等相当額の合計額が 5万5,000円を超えると
の運賃等相当額の合計額が 5万5,000円を超 きは、その者の通勤手当に係る支給単位期間
えるときは、当該警察官の通勤手当に係る支 のうち最も長い支給単位期間につき、 5万5,
給単位期間のうち最も長い支給単位期間につ 0 0 0円に当該支給単位期間の月数を乗じて得
き、 5万5,000円に当該支給単位期間の月数 た額）
を乗じて得た額）

前項第 2号に掲げる警察官 次に掲げる警 前項第 2号に掲げる警察官 次に掲げる警(２) (２)
察官の区分に応じ、支給単位期間につき、そ 察官の区分に応じ、支給単位期間につき、そ
れぞれ次に定める額 れぞれ次に定める額
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ア 略 ア 略
イ 自動車（人事委員会規則で定めるものに イ 自動車（人事委員会規則で定めるものに

限る。イにおいて同じ。）を使用する警察 限る。以下同じ。）を使用する警察官（自
官（自動車を使用し、かつ、自動車以外の 動車を使用し、かつ、自動車以外のものを
ものを使用する警察官を含む。） 使用する警察官を含む。）

～ 略 ～ 略(ア) (オ) (ア) (オ)
略 略(３) (３)

3 略 3 略
4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる警察官のう 4 第 1 項第 1 号又は第 3 号に掲げる警察官のう
ち、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車 ち、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車
国道その他の交通機関等（以下この項において 国道その他の交通機関等（以下「新幹線鉄道等
「新幹線鉄道等」という。）でその利用が人事 」という。）でその利用が人事委員会規則で定
委員会規則で定める基準に照らして通勤事情の める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度
改善に相当程度資するものであると認められる 資するものであると認められるものを利用し、
ものを利用し、その利用に係る特別料金等（そ その利用に係る特別料金等（その利用に係る運
の利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算 賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる
出の基礎となる運賃等に相当する額を減じた額 運賃等に相当する額を減じた額をいう。以下同
をいう。以下この項において同じ。）を負担す じ。）を負担することを常例とするものの通勤
ることを常例とするものの通勤手当の額は、前 手当の額は、前 2項の規定にかかわらず、次の
2項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通 各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号
勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額とす に定める額とする。
る。

新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期 新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期(１) (１)
間につき、人事委員会規則で定めるところに 間につき、人事委員会規則で定めるところに
より算出した当該警察官の支給単位期間の通 より算出したその者の支給単位期間の通勤に
勤に要する特別料金等の額の 2分の 1 に相当 要する特別料金等の額の 2分の 1 に相当する
する額。ただし、当該額を支給単位期間の月 額。ただし、当該額を支給単位期間の月数で
数で除して得た額（以下この号において「 1 除して得た額（以下「 1 箇月当たりの特別料
箇月当たりの特別料金等 2分の 1 相当額」と 金等 2分の 1 相当額」という。）が 4 万5,00
いう。）が 4 万5,000円を超えるときは、支 0円を超えるときは、支給単位期間につき、
給単位期間につき、 4万5,000円に支給単位 4万5,000円に支給単位期間の月数を乗じて
期間の月数を乗じて得た額（当該警察官が 2 得た額（その者が 2以上の新幹線鉄道等を利
以上の新幹線鉄道等を利用するものとして当 用するものとして当該特別料金等の額を算出
該特別料金等の額を算出する場合において、 する場合において、 1 箇月当たりの特別料金
1 箇月当たりの特別料金等 2分の 1 相当額の 等 2分の 1 相当額の合計額が 4万5,000円を
合計額が 4万5,000円を超えるときは、当該 超えるときは、その者の新幹線鉄道等に係る
警察官の新幹線鉄道等に係る通勤手当に係る 通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い
支給単位期間のうち最も長い支給単位期間に 支給単位期間につき、 4万5,000円に当該支
つき、 4万5,000円に当該支給単位期間の月 給単位期間の月数を乗じて得た額）
数を乗じて得た額）

略 略(２) (２)
5 ～ 8 略 5～ 8 略

（超過勤務手当） （超過勤務手当）
第15条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ 第15条 正規の勤務時間以外の時間に勤務するこ

とを命ぜられた警察官には、その勤務の全時間 とを命ぜられた警察官には、その勤務の全時間
に対して、勤務 1時間につき第 5条に定める勤 に対して、勤務 1時間につき第 5条に定める勤
務 1 時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超 務 1 時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超
えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞ えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞ
れ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内 れ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内
で人事委員会規則で定める割合（その勤務が午 で人事委員会規則で定める割合（その勤務が午
後10時から翌日の午前 5時までの間である場合 後10時から翌日の午前 5時までの間である場合
には、その割合に1 0 0分の25を加算した割合） は、その割合に1 0 0分の25を加算した割合）を
を乗じて得た額を超過勤務手当として支給する 乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。
。
・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

2 定年前再任用短時間勤務警察官が、正規の勤 2 再任用短時間勤務警察官が、正規の勤務時間
務時間が割り振られた日において、正規の勤務 が割り振られた日において、正規の勤務時間を
時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間 超えてした勤務のうち、その勤務の時間とその
とその勤務をした日における正規の勤務時間と 勤務をした日における正規の勤務時間との合計
の合計が 7時間45分に達するまでの間の勤務に が 7時間45分に達するまでの間の勤務に対する
対する前項の規定の適用については、同項中「 前項の規定の適用については、同項中「正規の
正規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の 勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区分に
区分に応じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分 応じてそれぞれ1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0
の1 5 0までの範囲内で人事委員会規則で定める までの範囲内で人事委員会規則で定める割合」
割合」とあるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。 とあるのは、「1 0 0分の1 0 0」とする。

3 略 3 略
4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ 4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務 られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第 3条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規 時間条例第 3条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規
定に基づく週休日における勤務のうち人事委員 定に基づく週休日における勤務のうち人事委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次 会規則で定めるものを除く。以下この条におい
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項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第 て同じ。）の時間及び勤務時間条例第 5条の規
5条の規定により勤務時間を割り振られ、割振 定により勤務時間を割り振られ、割振り変更前
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ の正規の勤務時間を超えて割り振られた勤務時
た勤務時間中にした勤務の時間（人事委員会規 間中にした勤務の時間（人事委員会規則で定め
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に る時間を除く。以下この条において同じ。）の
おいて同じ。）の合計時間数が 1 箇月について 合計時間数が 1 箇月について60時間を超えた警
60時間を超えた警察官には、その60時間を超え 察官には、その60時間を超えて勤務した全時間
て勤務した全時間に対して、第 1 項及び前項の に対して、第 1 項（第 2項の規定により読み替
規定にかかわらず、勤務 1 時間につき、第 5条 えて適用する場合を含む。）及び前項の規定に
に規定する勤務 1 時間当たりの給与額に次の各 かかわらず、勤務 1 時間につき、第 5条に規定
号に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定め する勤務 1 時間当たりの給与額に次の各号に掲
る割合を乗じて得た額を超過勤務手当として支 げる時間の区分に応じ、当該各号に定める割合
給する。 を乗じて得た額を超過勤務手当として支給する

。
正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)

1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5） 1 7 5）

略 略(２) (２)
5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超 5 勤務時間条例第 8 条の 4 第 1 項に規定する超
勤代休時間を指定された場合において、当該超 勤代休時間を指定された場合において、当該超
勤代休時間に警察官が勤務しなかったときは、 勤代休時間に警察官が勤務しなかったときは、
前項に規定する60時間を超えて勤務した全時間 前項に規定する60時間を超えて勤務した全時間
のうち当該超勤代休時間の指定に代えられた超 のうち当該超勤代休時間の指定に代えられた超
過勤務手当の支給に係る時間に対しては、当該 過勤務手当の支給に係る時間に対しては、当該
時間 1 時間につき、第 5条に規定する勤務 1 時 時間 1 時間につき、第 5条に規定する勤務 1 時
間当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区 間当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区
分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た 分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た
額の超過勤務手当を支給することを要しない。 額の超過勤務手当を支給することを要しない。

正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間(１) (１)
1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日 1 0 0分の1 5 0（その時間が午後10時から翌日
の午前 5時までの間である場合には、1 0 0分 の午前 5時までの間である場合は、1 0 0分の
の1 7 5）から第 1 項に規定する人事委員会規 1 7 5）から第 1 項に規定する人事委員会規則
則で定める割合（その時間が午後10時から翌 で定める割合（その時間が午後10時から翌日
日の午前 5時までの間である場合には、その の午前 5時までの間である場合は、その割合
割合に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた に1 0 0分の25を加算した割合）を減じた割合
割合

略 略(２) (２)
6 略 6 略

（管理職手当） （管理職手当）
第18条 略 第18条 略
2 管理職手当の月額は、当該警察官の属する職 2 管理職手当の月額は、その者の属する職務の
務の級における最高の号給の給料月額の1 0 0分 級における最高の号給の給料月額の1 0 0分の20
の20を超えない範囲内において人事委員会規則 を超えない範囲内において人事委員会規則で定
で定める額とする。 める額とする。

3 略 3 略

（期末手当） （期末手当）
第21条 略 第21条 略
2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、1 0 0分 2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、1 0 0分
の1 2 0を乗じて得た額（人事委員会規則で定め の1 2 0を乗じて得た額（人事委員会規則で定め
る管理又は監督の地位にある警察官（第22条第 る管理又は監督の地位にある警察官（第22条第
2 項第 1 号及び第 2 号において「特定幹部警察 2項において「特定幹部警察官」という。）に
官」という。）にあっては、1 0 0分の1 0 0を乗 あっては、1 0 0分の1 0 0を乗じて得た額）に、
じて得た額）に、基準日以前 6箇月以内の期間 基準日以前 6箇月以内の期間におけるその者の
における当該警察官の次の各号に掲げる在職期 次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該
間の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ 各号に定める割合を乗じて得た額とする。
て得た額とする。
～ 略 ～ 略(１) (４) (１) (４)

3 定年前再任用短時間勤務警察官に対する前項 3 再任用警察官に対する前項の規定の適用につ
の規定の適用については、同項中「1 0 0分の12 いては、同項中「1 0 0分の1 2 0」とあるのは「
0 」とあるのは「1 0 0分の67.5」と、「1 0 0分 1 0 0分の67.5」と、「1 0 0分の1 0 0」とあるの
の1 0 0」とあるのは「1 0 0分の57.5」とする。 は「1 0 0分の57.5」とする。

4～ 6 略 4～ 6 略

（勤勉手当） （勤勉手当）
第22条 勤勉手当は、 6月 1 日及び12月 1 日（以 第22条 勤勉手当は、 6月 1 日及び12月 1 日（以

下この項から第 3 項までにおいてこれらの日を 下この条においてこれらの日を「基準日」とい
「基準日」という。）にそれぞれ在職する警察 う。）にそれぞれ在職する警察官に対し、基準
官に対し、基準日以前 6箇月以内の期間におけ 日以前 6箇月以内の期間におけるその者の勤務
る当該警察官の勤務成績に応じて、それぞれ基 成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の人
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準日の属する月の人事委員会規則で定める日に 事委員会規則で定める日に支給する。これらの
支給する。これらの基準日前 1 箇月以内に退職 基準日前 1 箇月以内に退職し、又は死亡した警
し、又は死亡した警察官で人事委員会規則で定 察官で人事委員会規則で定めるものについても
めるものについても、同様とする。 、同様とする。

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権 2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権
者が人事委員会規則で定める基準に従って定め 者が人事委員会規則で定める基準に従って定め
る割合を乗じて得た額とする。この場合におい る割合を乗じて得た額とする。この場合におい
て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、当該 て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その
警察官に所属する次の各号に掲げる警察官の区 者に所属する次の各号に掲げる警察官の区分ご
分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額 との総額は、それぞれ当該各号に定める額を超
を超えてはならない。 えてはならない。

前項の警察官のうち定年前再任用短時間勤 前項の警察官のうち再任用警察官以外の警(１) (１)
務警察官以外の警察官 当該警察官の勤勉手 察官 当該警察官の勤勉手当基礎額に当該警
当基礎額に当該警察官がそれぞれその基準日 察官がそれぞれその基準日現在（退職し、又
現在（退職し、又は死亡した警察官にあって は死亡した警察官にあっては、退職し、又は
は、退職し、又は死亡した日現在。次項にお 死亡した日現在。次項において同じ。）にお
いて同じ。）において受けるべき扶養手当の いて受けるべき扶養手当の月額及びこれに対
月額及びこれに対する地域手当の月額の合計 する地域手当の月額の合計額を加算した額に
額を加算した額に1 0 0分の95（特定幹部警察 1 0 0分の95（特定幹部警察官にあっては、10
官にあっては、1 0 0分の1 1 5）を乗じて得た 0分の1 1 5）を乗じて得た額の総額
額の総額

前項の警察官のうち定年前再任用短時間勤 前項の警察官のうち再任用警察官 当該再(２) (２)
務警察官 当該定年前再任用短時間勤務警察 任用警察官の勤勉手当基礎額に1 0 0分の45（
官の勤勉手当基礎額に1 0 0分の45（特定幹部 特定幹部警察官にあっては、1 0 0分の55）を
警察官にあっては、1 0 0分の55）を乗じて得 乗じて得た額の総額
た額の総額

3～ 5 略 3～ 5 略

（適用除外） （適用除外）
第23条の 2 第 8 条第 1 項、第 9 条、第12条、第 第23条の 2 第12条、第12条の 3 、第12条の 4 、

12条の 3 、第12条の 4 、第14条の 2、第20条及 第14条の 2、第20条及び前条の規定は、再任用
び前条の規定は、定年前再任用短時間勤務警察 警察官には適用しない。
官には適用しない。

附 則 附 則
（経過規定） （経過規定）

2 この条例施行の際、この条例の規定に相当す 2 この条例施行の際、この条例の規定に相当す
る従前の法令又は市町村の条例の規定に基づい る従前の法令又は市町村の条例の規定に基づい
て行われた決定及び手続は、この条例の相当規 てなされた決定及び手続は、この条例の相当規
定に基づいて行われたものとみなす。 定に基づいてなされたものとみなす。

3～ 7 略 3～ 7 略

9 略 9 略

（特定日以後の給料月額の特例措置）
10 当分の間、警察官の給料月額は、当該警察官

が60歳に達した日後における最初の 4 月 1 日（
附則第12項及び第14項において「特定日」とい
う。）以後、当該警察官に適用される給料表の
給料月額のうち、第 7 条の 2 第 2 項の規定によ
り当該警察官の属する職務の級並びに第 8 条第
1 項並びに第 9 条第 2 項及び第 3 項の規定によ
り当該警察官の受ける号給に応じた額に1 0 0分
の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端
数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上10
0 円未満の端数を生じたときはこれを1 0 0円に
切り上げるものとする。）とする。

11 前項の規定は、次に掲げる警察官には適用し
ない。

臨時的に任用される警察官その他の法律に(１)
より任期を定めて任用される警察官及び非常
勤職員である警察官

職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌(２)
山県条例第 3 号。以下この号及び次号におい
て「定年条例」という。）第 9 条第 1 項又は
第 2 項の規定により定年条例第 9 条第 1 項に
規定する異動期間（定年条例第 9 条第 1 項又
は第 2 項の規定により延長された期間を含む
。）を延長された定年条例第 6 条第 2号に掲
げる職を占める警察官
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定年条例第 4 条第 1 項又は第 2 項の規定に(３)
より勤務している警察官（定年条例第 2 条に
規定する定年退職日において前項の規定が適
用されていた警察官を除く。）

12 地方公務員法第28条の 2 第 4 項に規定する他
の職への降任等をされた警察官であって、当該
他の職への降任等をされた日（以下この項及び
附則第16項において「異動日」という。）の前
日から引き続き同一の給料表の適用を受ける警
察官のうち、特定日に附則第10項の規定により
当該警察官の受ける給料月額（以下この項及び
附則第14項において「特定日給料月額」という
。）が異動日の前日に当該警察官が受けていた
給料月額に1 0 0分の70を乗じて得た額（当該額
に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り
捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を生じたとき
はこれを1 0 0円に切り上げるものとする。以下
この項において「基礎給料月額」という。）に
達しないこととなる警察官（人事委員会規則で
定める警察官を除く。）には、当分の間、特定
日以後、附則第10項の規定により当該警察官の
受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日
給料月額との差額に相当する額を給料として支
給する。

13 前項の規定による給料の額と当該給料を支給
される警察官の受ける給料月額との合計額が第
7 条の 2 第 2 項の規定により当該警察官の属す
る職務の級における最高の号給の給料月額を超
える場合における前項の規定の適用については
、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」と
あるのは、「第 7 条の 2 第 2 項の規定により当
該警察官の属する職務の級における最高の号給
の給料月額と当該警察官の受ける給料月額」と
する。

14 警察法第56条の 4 第 1 項の規定による警視以
下の階級にある警察官への任命をされた警察官
のうち、特定日給料月額が、当該任命をされた
日の前日に当該警察官が適用を受けていた一般
職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第
95号）第 6 条に規定する公安職俸給表に定めら
れる俸給月額に1 0 0分の70を乗じて得た額（当
該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを
切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を生じた
ときはこれを1 0 0円に切り上げるものとする。
以下この項において「基礎俸給月額」という。
）に達しないこととなる警察官（人事委員会規
則で定める警察官を除く。）には、当分の間、
特定日以後、附則第10項の規定により当該警察
官の受ける給料月額のほか、基礎俸給月額と特
定日給料月額との差額に相当する額を給料とし
て支給する。

15 附則第13項の規定は、前項の規定の適用につ
いて準用する。この場合において、附則第13項
中「前項」とあるのは「第14項」と、「基礎給
料月額」とあるのは「基礎俸給月額」と読み替
えるものとする。

16 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受
ける警察官（附則第10項の規定の適用を受ける
警察官に限り、附則第12項に規定する警察官を
除く。）であって、同項の規定による給料を支
給される警察官との権衡上必要があると認めら
れる警察官には、当分の間、当該警察官の受け
る給料月額のほか、人事委員会規則で定めると
ころにより、附則第12項及び第13項の規定に準
じて算出した額を給料として支給する。

17 附則第12項、第14項又は前項の規定による給
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料を支給される警察官以外の附則第10項の規定
の適用を受ける警察官であって、任用の事情を
考慮して当該給料を支給される警察官との権衡
上必要があると認められる警察官には、当分の
間、当該警察官の受ける給料月額のほか、人事
委員会規則で定めるところにより、前 5 項の規
定に準じて算出した額を給料として支給する。

18 附則第12項、第14項又は前 2 項の規定による
給料を支給される警察官に対する第21条第 5 項
（第22条第 4 項において準用する場合を含む。
）の規定の適用については、第21条第 5 項の規
定中「給料月額」とあるのは、「給料月額と附
則第12項、第14項、第16項又は第17項の規定に
よる給料の額との合計額」とする。

19 附則第10項から前項までに定めるもののほか
、附則第10項の規定による給料月額、附則第12
項の規定による給料その他附則第10項から前項
までの規定の施行に関し必要な事項は、人事委
員会規則で定める。

別表第 2 再任用警察官以外の警察官の欄中「再任用警察官」を「定年前再任用短時間勤務警察官」に改

め、同表再任用警察官の欄を次のように改める。

定 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準 基 準

年 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

前

再 円 円 円 円 円 円 円 円 円

任

用

短

時

間 241,500 253,200 257,300 288,600 305,100 319,200 342,800 377,900 409,500

勤

務

警

察

官

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。

（勤務延長された警察官に関する経過措置）

2 この条例による改正後の警察職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」という。）附則第10項か

ら第19項までの規定は、職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42

号。次項において「定年条例改正条例」という。）附則第 3 項の規定により勤務している警察官には適

用しない。

（暫定再任用警察官に関する経過措置）

3 暫定再任用警察官（定年条例改正条例附則第 9 項に規定する暫定再任用職員である警察官をいう。以

下同じ。）（定年条例改正条例による改正後の職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第 3
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号）第12条に規定する短時間勤務の職を占める暫定再任用警察官（第 5項及び第 6 項において「暫定再

任用短時間勤務警察官」という。）を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該

暫定再任用警察官が新給与条例第 8 条第 2 項に規定する定年前再任用短時間勤務警察官（以下「定年前

再任用短時間勤務警察官」という。）であるものとした場合に適用される第 7 条第 3 項に規定する給料

表の定年前再任用短時間勤務警察官の欄に掲げる基準給料月額のうち、第 7 条の 2 第 2 項の規定により

当該暫定再任用警察官の属する職務の級に応じた額とする。

4 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第1 1 0号）第10条第 1 項に規定する育児短時間

勤務をしている暫定再任用警察官に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、

「に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7 年和歌山県条例第 6 号）第 2 条第 2 項の規定によ

り定められた当該暫定再任用警察官の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする」とする。

5 暫定再任用短時間勤務警察官の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務警察官が定年前再任用短時間

勤務警察官であるものとした場合に適用される第 7 条第 3 項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤

務警察官の欄に掲げる基準給料月額のうち、第 7 条の 2 第 2 項の規定により当該暫定再任用短時間勤務

警察官の属する職務の級に応じた額に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 7 年和歌山県条例

第 6 号）第 2 条第 3 項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務警察官の勤務時間を同条第 1

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

6 暫定再任用短時間勤務警察官は、定年前再任用短時間勤務警察官とみなして、新給与条例第13条第 2

項及び第15条第 2 項の規定を適用する。

7 暫定再任用警察官は、定年前再任用短時間勤務警察官とみなして、新給与条例第21条第 3 項の規定を

適用する。

8 新給与条例第22条第 1 項の警察官に暫定再任用警察官が含まれる場合における勤勉手当の額の同条第

2 項各号に掲げる警察官の区分ごとの総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第 1 号中「

定年前再任用短時間勤務警察官」とあるのは「定年前再任用短時間勤務警察官及び職員の定年等に関す

る条例の一部を改正する条例（令和 4 年和歌山県条例第42号）附則第 9 項に規定する暫定再任用職員で

ある警察官（次号において「暫定再任用警察官」という。）」と、同項第 2 号中「定年前再任用短時間

勤務警察官」とあるのは「定年前再任用短時間勤務警察官及び暫定再任用警察官」とする。

9 第 8 条第 1 項、第 9 条第 2 項、第 4 項、第 6 項及び第 7 項、第12条、第12条の 3 、第12条の 4 、第14

条の 2 、第20条並びに第23条並びに新給与条例第 9 条第 1 項、第 3 項及び第 5項の規定は、暫定再任用

警察官には適用しない。

10 第 2 項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用警察官に関し必要な事項は、人事委員会規則で

定める。

をここに公布する。和歌山県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

令 和 4 年 1 0 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸



    和歌山県報  号外 令和 4年 10 月 5 日（水曜日） 

－ 65 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山県条例第59号

和歌山県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

和歌山県使用料及び手数料条例（昭和22年和歌山県条例第28号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第 3 別表第 2 に掲げる手数料以外の手数料 別表第 3 別表第 2 に掲げる手数料以外の手数料
（第 2 条関係） （第 2 条関係）
1 ～12 略 1 ～12 略
13 土木関係事務 13 土木関係事務

～ 略 ～ 略(１) (７) (１) (７)
建築基準法（昭和25年法律第2 0 1号。以 建築基準法（昭和25年法律第2 0 1号。以(８) (８)

下この号において「法」という。）の施行 下この号において「法」という。）の施行
に関する事務 に関する事務
ア～け 略 ア～け 略
こ 法第85条第 6 項の規定に基づく仮設建 こ 法第85条第 5 項の規定に基づく仮設建

築物の建築の許可の申請に対する審査（ 築物の建築の許可の申請に対する審査（
3 月以内の期間に係るものに限る。） 3 月以内の期間に係るものに限る。）
1 件につき 60,000円 1 件につき 60,000円

さ 法第85条第 6 項の規定に基づく仮設建 さ 法第85条第 5 項の規定に基づく仮設建
築物の建築の許可の申請に対する審査（ 築物の建築の許可の申請に対する審査（
3 月を超える期間に係るものに限る。） 3 月を超える期間に係るものに限る。）

1 件につき 120,000円 1 件につき 120,000円
し 法第85条第 7 項の規定に基づく仮設興 し 法第85条第 6 項の規定に基づく仮設興

行場等の建築の許可の申請に対する審査 行場等の建築の許可の申請に対する審査
1 件につき 160,000円 1 件につき 160,000円

す～ぬ 略 す～ぬ 略
ね 法第87条の 3 第 6 項の規定に基づく建 ね 法第87条の 3 第 5 項の規定に基づく建

築物の用途を変更して興行場等として使 築物の用途を変更して興行場等として使
用（その使用の期間が 3 月以内のものに 用（その使用の期間が 3 月以内のものに
限る。）をする許可の申請に対する審査 限る。）をする許可の申請に対する審査

1 件につき 60,000円 1 件につき 60,000円
の 法第87条の 3 第 6 項の規定に基づく建 の 法第87条の 3 第 5 項の規定に基づく建

築物の用途を変更して興行場等として使 築物の用途を変更して興行場等として使
用（その使用の期間が 3 月を超えるもの 用（その使用の期間が 3 月を超えるもの
に限る。）をする許可の申請に対する審 に限る。）をする許可の申請に対する審
査 1 件につき 120,000円 査 1 件につき 120,000円

は 法第87条の 3 第 7 項の規定に基づく建 は 法第87条の 3 第 6 項の規定に基づく建
築物の用途を変更して特別興行場等とし 築物の用途を変更して特別興行場等とし
て使用をする許可の申請に対する審査 て使用をする許可の申請に対する審査
1 件につき 160,000円 1 件につき 160,000円

ひ～へ 略 ひ～へ 略
備考 略 備考 略

の 2 ～ 略 の 2 ～ 略(８) (17) (８) (17)
14～20 略 14～20 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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